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第8章 国際機関及び国際協力

第1節 国 際 機 関

1概 況

通信はその本来的性質か らみて世界的なものであ り,世 界を通信で結ぶた

めには,ま ず第一に国際間に統一された合意を必要 とする。そのため,郵 便

及び電気通信に関する国際協力を維持 ・増進するための政府間国際機関であ

る万国郵便連合(UPU)及 び 国際電気通信連合(ITU)は,他 の 国際機関

に先駆けて早 くか ら設立され,既 に110年 を超える歴史を有 し,ま た,加 盟

国数においても150か 国を超す大きな組織となっている。

一方,宇 宙空間の静止衛星軌道に衛星を打ち上げ,広 帯域通信網を改善し

ようとい う構想の下に発足 した国際電気通信衛星機構(イ ンテルサ ット)も

既に14年 を経過 し,そ のメンバも100か 国を超え,ま たサービスの範囲もグ

ローバルな発展をみせている。

インテルサ ットは,人 類の宇宙憲章といわれる 「月その他の天体を含む宇

宙空間の探査及び利用における国家活動を律する原則に関する条約」の法秩

序の下に宇宙を背景に確立された国際機構であ り,今 後進展が予想される海

事衛星や海底資源開発等の国際協力分野に先例を提供するものとして評価さ

れている。

また,ア ジア ・太平洋地域内の電気通信の開発と電気通信網の完成を推進

することを目的とするアジア ・太平洋電気 通信共同体(APT)の 設立が 進

められてきたが,1979年2月26日 発足した。



2万 国郵便連合(UPU)

(1)概 要
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万国郵便連合(加 盟国159)は,創 設以来百年有余の歴史を有する国際連

合の専門機関の一つで,郵 便業務の効果的運営によって諸国民間の通信連絡

を増進 し,か つ,文 化,社 会及び経済の分野における国際協力の発展に寄与

することを目的とする政府間国際機関である。

我が国は,1877年(明 治10年)以 来100年 余の歴史を有する加盟国であっ

て,現 在,連 合の常設機関である執行理事会及び郵便研究諮問理事会の理事

国として連合の活動において指導的な役割を果たしている。

連合の最高意思決定機関としては,原 則 として5年 に1回 開催される大会

議があ り,連 合の条約類は,こ の大会議で検討,改 正される。最近の大会議

は,1974年 にスイスのローザンヌで開催 され,改 正条約は,1976年(昭 和51

年)1月1日 から効力を生 じている。我が国は,加 入がi義務的である万国郵

便連合憲章,万 国郵便連合一般規則及び万国郵便条約並びに加入が任意であ

る価格表記書状に関する約定及び小包郵便物に関する約定等諸条約の当事国

である。

なお,次 期大会議は,1979年 の秋にブラジルの リオ・デ・ジャネイロで開催

される予定である。

連合の機関は,UPU憲 章及びUPU一 般規則に基づいて,第2-8-1図

のように構成 されている。このうち,事 務小会議は事務的な事案について必

要のある場合に,一 定数の加盟国の請求によって開催され,特 別委員会は,

大会議又は事務小会議が委託する問題の研究のために,必 要のある場合に設

置される(現 在は設置されていない)。

連合の常設機関として,国 際事務局がスイスのベルヌに置かれ,連 合の日

常の活動を処理 している。我が国は,こ の国際事務局に職員2名 を出向させ

ている。

また,UPU憲 章に基づき,9の 限定連合が設立されてお り,我 が国は,
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第2-8-1図 万国郵便連合(UPU)の 構成
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この うちアジア=オ セアニア郵便連合に加盟 している。

(2)執 行理事会(CE)

執行理事会は,大 会議から大会議までの間の連合の事業の継続を確保する

ことを任務とし,連 合の年次予算等の審査,承 認を行 うほか,大 会議から付

託された案件を研究 し,そ の結果を条約類の改正案等の形で次の大会議に提

出する。理事国は,大 会議ごとに選出され,年1回 連合の所在地で会合する。

1978年 の年次会合は,4月25目 から5月11日 まで開催され,ロ ーザンヌ大

会議から付託された約60件 の研究課題について,過 去4年 間にわたる研究の

結果が審議され,そ の大部分につき結論が得られ,次 期大会議に提出する条
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約類の改正議案,決 議案が多数採択されたほか,1978年(補 正)及 び1979年

の連合の予算を審査承認した。

また,1979年 の年次会合は,2月19日 から3月2日 まで開催され,次 期大

会議を半年後に控え,ロ ーザンヌ大会議から付託された約60件 の研究課題及

びその後に生 じた事案について過去5年 間にわたる研究結果を取 りまとめ,

次期大会議へ提出する条約類の改正案,決 議案及び大会議書類を多数採択し

たほか,1979年(補 正)及 び1980年 の連合の予算を審査承認した。

これ らの会合において,我 が国は,財 政委員会の議長国としてこの委員会

を主宰した。

(3)郵 便研究諮問理事会(CCEP)

郵便研究諮問理事会は郵便に関する技術上,業 務上,経 済上及び技術協力

上の問題につき研究を行い,意 見を表明することを任務とする常設機関であ

り,理 事国は,大 会議ごとに選出され,ま た,そ の活動期間は次期大会議開

催の年までの5年 間とされている。

1974年 のローザンヌ大会議の決議に基づく付託等により,1974年 から本理

事会が取 り扱 うこととなった研究課題は約60件 あ り,こ れらはいずれも,今

年の秋に予定されている次期大会議前に報告書にまとめられることとなって

いる。

上期の研究課題の うち,我 が国は25の 課題について作業部会に参加 し,そ

のうちの3件 については研究を主宰し,か つ,そ のとりまとめ,報 告の任に

あたる主査国となっている。1978年9月11日 から16日 には,東 京で,「営業

活動の目的 ・組織及び方法」(主 査国:日 本)及 び 「郵便の需要予測」(主査

国:フ ランス)に ついてシンポジウムが開催 された。

なお,本 理事会の1978年 の年次会合は,11月14日 から24日までスイスのベ

ルヌで開催された。

(4)ア ジァ=オ セアニア郵便連合(AOPU)

アジァ=オ セアロア郵便連合は,ア ジア及びオセアニアの地域内における

郵便業務の改善及び郵便上の協力関係の緊密化を図るためにUPU憲 章に基
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ついて設立された限定郵便連合であ り,現 在,域 内のUPU加 盟国中14か 国

が加盟している。

我が国は,1968年(昭 和43年)に 加盟 し,以 来,特 に技術協力の面で積極

的に貢献 してお り,郵 便業務の面では,本 連合加盟国あて船便の書状及び葉

書の料金につき,一 般外国あての料金を40%引 き下げている。

この連合の最高機関は大会議であるが,第3回 大会議は,1975年11月 にオ

ース トラリアのメルボルンで開催された。この際に締結された条約は,1977

年5月1日 か ら施行されている。

また,こ の連合の事業の継続を確保することを任務とする執行理事会は,

すべての加盟国で構成され,原 則 として1年 に1回 会合することとされてい

る。1978年 の年次会合は,10月30日 か ら11月3日 までフ ィリピンのマニラで

開催 され,大 会議か ら付託 された研究課題を検討 し,1979年 の連合の予算を

審査,承 認した。

3国 際電気通信連合(ITU)

(1)概 要

国際電気通信連合(加 盟国154)は,国 際連合の専門機関の一つで電気通

信の分野において広い国際的責任を有す る政府間国際機関である。

我が国は,1879年 に万国電信条約に加入して以来,引 き続いて累次の条約

の当事国となり,電 気通信の分野における国際協力の実をあげてきてお り,

1959年 以降は,連 合の管理理事会の理事国及び国際周波数登録委員会の委員

の選出国として連合の活動に積極的に参加している。また,連 合の本部職員

として我が国か ら現在5名 が派遣されている。

(2)管 理理事会

管理理事会は,条 約,業 務規則,全 権委員会議の決定並びに連合の他の会

議及び会合の決定の実施を容易にするための措置をとり,全 権委員会議か ら

付託された案件を処理することを任務 としている。

第33回 会期管理理事会は,1978年5月15日 か ら6月1日 まで3週 間スイス
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国際電気通信連合(ITU)の 組織
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メ キ シ コ,カ ナ ダ,米 国,ブ ラ ジ ル,ア ル ゼ ン テ ィ ン,ト

リ ニ ダ ッ ド ・ トバ ゴ,ヴ ェ ネ ズ エ ラ,フ ラ ン ス,西 狐 ス

ペ イ ン,イ タ リ ア,連 合 王 国,ス イ ス,ス ウ ェ ー デ ン,ル

ー マ ニ ア
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ル,ナ イ ジ ェ リ ア,ザ イ ー ル,エ テ ィ オ ピ ア,日 本,イ ン

ド,中 国,オ ー ス トラ リ ア,サ ウ デ ィ ・ア ラ ビ ア,レ バ ノ

ン,タ イ,イ ラ ン,マ レ イ シ ア
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のジュネーブにおいて開催され,連 合の会議 ・会合の計画,1979年 度予算,

人事関係,技 術協力関係等について検討を行 った。

(3)国 際無線通信諮問委員会(CCIR)

CCIRは,国 際電気通信連合の常設機関で あって,1929年 に 創設され,

既に半世紀の歴史を持っている。

CCIRの 任務は,無 線通信に関する技術や運用の問題について研究し,勧

告を出すことである。研究項目は,CCIRやITUの 全権委員会議,主 管庁

会議などで決められ,CCIRの 中に設けられている研究委員会に付託され,

審議される。

研究委員会は全部で13あ って(第2-8-3表 参照),そ れぞれ担当分野が

決められてお り,電 波天文,電 波伝搬などの基礎的な研究から,地 上通信,

宇宙通信,放 送などの実際的な業務に 関するもの まで 広範囲にわたってい

る。

総会は,通 常3～4年 ごとに開催 され,研 究委員会の研究成果を承認する

かどうかを決定する。総会で 採択された 文書は,勧 告等 の かたちで発表さ

れ,無 線通信システムの設計及び実施のための世界的な技術的指針となる。

第2-8-3表CCIRの 研究委員会一覧

研究委員会 所 掌 事 務

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

CMTT

CMV

周波数有効利用,電 波監視

宇宙研究及び電波天文業務

約30MHz以 下の周波数の固定業務

衛星利用の固定業務

非電離媒質内伝搬

電離媒質内伝搬

標準周波数及び報時信号業務

移動業務

無線中継システムを用いる固定業務

放送業務(音 声)

放送業務(テ レビジョン)

音声及びテレビジョン伝送

用語
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一方,CCIRは,各 種無線通信主管庁会議の審議のための技術的基礎を提供

し,ま た,必 要な場合には,無 線通信規則の改正案を無線通信主管庁会議に

提出する。

昭和53年 度における主な会議は,次 の2つ である。

(CCIR第14回 総会)

この総会は,我 が国の招請により,53年6月7日 から6月23日 まで,京 都

市の国立京都国際会館において,61の 主管庁,22の 認められた私企業及び14

の関連国際機関から315名 が参加し,開 催された。我が国からは,総 勢66名

の代表団が出席した。主要主管庁からの出席者数は,米 国16,英 国15,カ ナ

ダ14,ソ 連12,ス ペイン11,イ タリア11,西 独10,フ ランス10,中 国8等 で

あった。なお,本 総会においては,我 が国の首席代表が議長を務めた。

本総会においては,ス ペクトラム拡散方式,宇 宙通信システムにおける降

雨等の影響,将 来の新しいテレビジョン放送の方式,無 線技術による太陽エ

ネルギーの伝送,衛 星システム間の調整及び静止軌道の有効利用,デ ィジタ

ル無線中継方式,赤 外又は可視光による通信システム等について,各 研究委

員会において審議が行われた。総会に提出された文書938件 は,6件 を除き

採択された。

我が国から今次研究期における中問会議及び最終会議に提出した最新の無

線通信技術に関する寄与文書の趣旨,内 容が採用されている文書は,い ずれ

も承認採択され,CCIR活 動に対する多大な貢献として評価された。

本総会の成果は,ス ペク トラム拡散方式,デ ィジタル通信方式等の新通信

方式の開発,各 種無線通信業務による周波数帯の共用,赤 外又は可視光に及

ぶ高い周波数帯の利用開拓等についての技術的指針を与えることにより,限

りある周波数スペクトラムの有効利用に資 したことである。更に,本 総会の

決定は,世 界の電波利用秩序を規律している無線通信規則を全面的に見直す

ための世界無線通信主管庁会議(WARC-79)に おける 関係規定の見直し

のための技術的基礎を与えるとい う重要な意義をもつものであった。

(CCIR特 別準備会議(SPM))
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この会議は,1979年9月 から開催される世界無線通信主管庁会議(WARC

-79)の 審議に必要な技術的基礎資料を作成するために,1978年10月23日 か

ら11月17日 まで,ス イスのジュネーブにおいて,85の 主管庁,30の 認められ

た私企業,15の 国際機i関,10の 科学工業団体及び3の 国連専門機関から総勢

750名 が参加して,開 催された。我が国からは,総 勢32名 の代表団が出席 し

た。

会議は,京 都で行われたCCIR第14回 総会において 採択された勧告,報

告 と各国か らの寄与文書約400件 とに基づいて審議が行われ,報 告書が作成

された。我が国からは,31件 の寄与文書が提出されたが,各 国から高 く評価

され,そ のほとんどがSPM報 告書の中に含まれている。

なお,こ の会議は,世 界の電波利用の在 り方を規律している無線通信規則

を20年 振 りに全面的に見直すためのWARC-79に 直結しているため,各

国の主張が強 く対立しているものについては併記している箇所も多いが,技

術的データを一つの報告書にまとめたことは高 く評価 される。各国は,こ の

報告書を基礎にWARC-79対 策を作成することとなる。

会議において審議された事項の うち,主 なものは次のとお りである。

① 短波帯固定通信系に分配 している周波数帯を削減して,他 の業務に分配

す るための技術的可能性について審議 した。各国の主張が対立 し,妥 協的

な面 もあるが一応の報告書ができた。

② 短波放送に将来SSB方 式を 導入しようとする考え方,あ るいは短波放

送の電力を制限 しようとする主張 も賛否両論 が 対立し,併 記の形 となっ

た。

③ 全世界的な遭難及び安全制度を確立するために,WARC-79は,遭 難

周波数 として短波帯,4,6,8,12及 び16MHzか らそれぞれ1波 を選

定すべきこと。そして責任海域等についてはIMCOが 確立することとな

った。

④ 衛星時代を迎えて,そ のための周波数帯を確保す るため,宇 宙業務 と地

上業務の周波数共用等について種々検討された。
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CCITT研 究委員会,プ ラン委員会等一覧

研究委員会 研 究 担 当 項 目

1

H

皿

V

VI

V皿

XI

X

XI

X工1

XIV

XV

XVI

XVII

XVIII

CMBD

PLAN
(WORLD)

PLAN
(ASIA)
PLAN
(AFRICA)
PLAN
(LATIN
AMERICA)
PLAN
(EUROPE)

電信の運用及びサービス品質

電話の運用及びサービス品質

一般料金原則

国際間伝送路,回 線鎖の保守,全 自動及び半自動網の保守

電磁誘導による危険及び妨害の防止

ケーブル外被及び電柱の保護及び仕様

データ伝送用新通信網

電信及び端末機器,市 内接続線

電信伝送品質,電 信回線のための機器の仕様及び規則

電信交換

電話交換及び信号

電話伝送特性及び市内電話網

ファクシミリ電信のための伝送及び機器

伝送方式

電話回線

データ伝送

デ ィジ タ ル網

鷺華需謙 鶴 委)
〔CCITT側 の管理による〕
世界通信網の一般発展計画
(CCIT/CCIR合 同委)

〔CCITT側 の管理による〕

アジア大洋州地域のためのプラン委員会

アフリカ地域のためのプラン委員会

ラテンアメリカ地域のためのプラン委員会

ヨーロッパ及び地中海地域のためのプラン委員会
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特別自主作業部会 研 究 担 当 項 目

GAS3
1伝 送・・テ・の轡 的・技術的比鰍 討

GAS5 経済条件と電気通信の発達

GAS6 交換方式の経済的,技 術的比較検討

合同作業部会 研 究 担 当 項 目 陣 研究委員会

GMLTG 電話以外の目的のための電話
型回線の使用

IX,XIV,XV,
XVII,CMBD

GMSMM 海事移動業務
lI… 皿

GMUMI 陣 際貨騨 位 皿

第3研 究委員会
地 域 料 金 班 研 究 担 当 項 目

GRTAF
1料 金(… カ)

GRTAL
1料 金(・ テ・ア・・カ)

GRTAS 料金(ア ジア)

GRTEURENI料 金(・ 一 ・ ・パ)

⑤ 静止衛星の静止軌道位置 と周波数スペク トラムの有効利用のための技術

基準が従来 より厳格な方向でまとめられた。

⑥40GHz以 上のスペク トラム利用について 共用条件等の検討結果が広範

に取 りまとめられた。

⑦ 新しい周波数スペク トラムの利用例 として,宇 宙空間からのマイクロ波

による電力伝送システムについても検討された。

⑧ 電波監理上極めて重要な送信機の周波数許容偏差,ス プリアスについて

取 りまとめられた。

(4)国 際電信電話諮問委員会(CCITT)

CCITTは,電 信及び電話に関する技術,運 用及び料金の問題について研

究し,勧 告を作成することを任務としている。

CCITTの 活動は,1976年 の前回の総会で定められた研究課題について各
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研究委員会で検討を行っている。特に活発な活動が行われているのは,新 デ

ータ網 ,電 子交換,フ ァクシミリ,デ ータ伝送等の分野である。我が国は,

すべての研究委員会に参加するとともに多数の寄与文書を提出し,こ れらの

活動に積極的に貢献してきた。

4国 際電気通信衛星機構(工NTELSAT)

(1)概 要

インテルサ ットは,通 信衛星 を利用 して 国際通信 を行 うための組 織であ

り,1964年8月,暫 定的制度として発足した。その後,数 次にわたる国際会

議を経て,1973年2月 「国際電気通信衛星機構(イ ンテルサット)に 関する

協定」及び 「国際電気通信衛星機構(イ ンテルサ ット)に 関する運用協定」

が発効し,恒 久的制度が成立した。

両協定のうち,前 者はインテルサットに参加する政府が署名する政府間協

定であって,機 構の組織構成等の基本的事項を規定し,後 者は,政 府が指定

する電気通信事業体が署名し,機 構の財政的,運 用的側面に関する事項を定

めている。

我が国は,暫 定的制度発足時からインテルサ ットに参加 してお り,イ ンテ

ルサ ットに出資し,そ の運営に参画する電気通信事業体 として,国 際電電を

指定している。

なお,イ ソテルサ ットのメンバは,1979年3月31日 現在102で ある。

(2)イ ンテルサッ トの組織構成

インテルサ ットの組織は,政 府間協定の全締約国で構成する締約国総会,

運用協定の全署名当事者で構成する署名当事老総会,出 資率の大きさ又は地

域配分に より選定される署名当事者の代表で構成す る理事会及び理事会に属

し管理業務を遂行する事務局の4老 構成となっている。

(3)第3回 締約国総会

締約国総会は,主 権国としての 締約国に 主 として 関係の あるものを審議

し,イ ンテルサ ットの一般方針及び長期目標を審議することなどを任務 とし
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ている。第3回 締約国総会は,1978年10月9日 か ら13日まで,ブ ラジルの リ

オ・デ・ジャネイロで開催 された。概要は次のとお りである。

ア.仲 裁裁判所の構成員の選出

インテルサ ットに関する紛争を処理す る仲裁裁判所の裁判長団構成員の選

挙が行われ,我 が国の1名 を含め,11名 が選出された。

イ.特 権及び免除に関する議定書採択会議についての事務局長の報告

1978年5月8目 から19日までワシントンで開催 されたこの会議には,64の

インテルサ ット締約国が参加 し,全 会一致でインテルサ ット及びその職員並

びにメンバ等に対する特権及び免除について定めた議定書が採択 されたこと

が事務局長から報告 された(な お,こ の議定書は,12か 国が締約国となるこ

とを発効要件 としているが,1979年3月31日 現在,締 約国数は2で ある。)。

ウ.開 発途上国の地球局建設援助に関する提案に対する理事会の検討結果

の報告

1976年 の第2回 締約国総会において,イ ンテルサ ットの中に開発途上国の

地球局建設のための基金を創設することが提案され,理 事会の検討に委ねら

れていたが,こ れについて理事会議長か ら,こ の提案はインテルサ ット協定

及び同運用協定と両立 しないが,こ れに代わ るものとして理事会に提出され

たインテルサ ット事務局内に技術上及び財政上の問題に関する諮問に応ずる

ための要員を配置 し,特 に開発途上国に対するコンサルティング ・サービス

を提供するとい う提案については,イ ンテルサット協定に定める主目標を阻

害しないとの結論に達 した旨の報告が行われた。

エ.締 約国等がインテルサット宇宙部分と別個の宇宙部分施設を設定する

ことを意図する場合のインテルサ ットとの協議

次の2件 につき,い ずれ もインテルサッ トのシステムに技術的あるいは経

済的な影響を与えないとの認定を,理 事会の助言に基づき勧告の形式で表明

した。

① イソ ドのインサ ット国内衛星 ネットワークの気象業務用部分

② マ リサ ット・システム用の山口海岸・局(た だし,1981年 を超えて運用
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される場合には,新 たな協議が必要であるとされた。)

オ.標 準B地 球局に適用される衛星使用料の再検討

開発途上国に多い標準B地 球局(ア ンテナ直径約10m)に 適用される衛星

使用料は,標 準A地 球局(ア ンテナ直径約30m)に 適用される衛星使用料の

1.5倍 と定められているが,こ れを同一 とすることの可能性を検討すること,

もし同一 とすることが不可能であれぽ,現 行の係数1.5を 再検討することを

求める提案が提出された。これに対し,理 事会議長から,現 行の係数1.5を

適当なものとして実施しているが,今 後理事会において適宜検討することと

なっているとの回答があった。

(4)第7回 署名当事者総会

署名当事者総会は,理 事会から提出されるインテルサ ットの活動に関する

年次報告,将 来計画に関する報告等を審議し,署 名当事者又は署名当事者の

集団に対し,理 事会において代表される資格を与える最小出資率を決定する

ことなどを任務 としている。第7回 署名当事者総会は,1978年4月18日 から

21日 までイランのテヘランにおいて開催され,理 事会の諸報告を審議すると

ともに,前 述の最小出資率を1.40%と することを決定した。

(5)理 事 会

理事会は,イ ンテルサットの宇宙部分の企画,開 発,建 設,設 定及び維持

について責任を有 してお り,イ ンテルサ ット運営の中心的機関である。理事

会のメンバは,1979年3月31日 現在,出 資率の大きさによって選出される理

事23,地 域グループの代表である理事4の 計27で ある。これ らの理事が代表

する国は全部で84か 国であ り,そ の内訳は第2-8-5表 のとお りである。

なお,1978年12月31日 現在のインテルサ ヅトに対する各国の署名当事者の

持分の合計は4億6,902万 米 ドルである。

理事会は,ほ ぼ,2か 月に1度 開催され,1978年 度においては,第33回 か

ら第37回 まで5回 開催 された。理事会には,技 術及び計画の2諮 問委員会並

びに予算 ・会計審査委員会があり,理 事会の活動を補佐している。

本年度における理事会の主要な活動は次のとお りである。
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第2-8-5表 イ ンテ ル サ ッ ト1ζ対 す る理 事 の 出 資 率

(1979.3,1現 在)

理 事 出璃 理 事 瞭 率

米 国 24.80 ナ イ ジ ェ リア 2.07

英国/ア イルランド 11.65 東南アジアグループ(注3) 1.98

フ ラ ン ス/モ ナ コ 6.53 アル ゼ ンテ ィ ン/チ リ 1.90

ブラジル/ポ ル トガル/パ ラグ 4.48 ア ラ ブ グル ー プ エ(注4) 1.89

アイ
ベルギー/オ ランダ/ル クセン 1.85

日 本 3.50 ブルグ

アラブグループH(注1) 3.41 ヴ ェネ ズ エ ラ/ボ リヴ ィ ア 1.74

アジア太平洋グループ(注2) 3.37 アラブグループ皿(注5) 1.74

西 独 3.13 コ ロ ン ビア/エ クア ドル/ペ ル 1.72
一

イ タ リア/ヴ ァチ カ ン 2.97
アラブ首長国連邦 L61

スペ イ ン/メ キ シ コ 2.88

北欧グループ(注6) 1.37

イラン/韓 国/パ キスタン/ト 2.72
ノレコ ア フ リカ グ ル ー プH(注7) 1.15

オ ー ス トラ リア 2.46 ア フ リカ グ ル ー プ エ(注8) O.84

カナダ 2.26 カリブグループ(注9) 0.74

オ'一 ス トリア/ギ リシ ャ/リ ヒ 2.24

テ ン シ ュ タ イ ン/ス イ ス 計 97.00

(注)1.

2

3

4

5

6

7.

ジ ョル ダ ン,レ バ ノ ン,オ マ ー ン,サ ウ デ ィ'ア ラ ビ ア,シ リ ア,イ エ

の

メ ン ・ア ラ フ

イ ン ド,マ レイ シ ア,ニ ュ ー ・ジ ー ラ ン ド,シ ン ガ ポ ー ル,ス リ ・ラ ン カ

イ ン ドネ シ ア,フ ィ リ ピ ン,タ イ

ア ル ジ ェ リ ア,エ ジ プ ト,リ ビ ア,モ ロ ッ コ,ス ー ダ ン,テ ユ ニ ジ ア

イ ラ ク,ク ウ ェ イ ト,カ タ ル

(地 域 代 表)デ ン マ ー ク,フ ィ ン ラ ン ド,ア イ ス ラ ン ド,ノ ー ル ゥ ェ ー,

ス ウ ェ ーデ ソ

(地 域 代表)カ メル ー ン,中 央 ア フ リカ,チ ャ ー ド,コ ン ゴ,ガ ボ ン,

象 牙海 岸,マ リ,セ ネガ ル,上 ヴ ォル タ,ザ イ ール

8.(地 域 代表)エ テ ィオ ピ ア,ケ ニ ア,タ ンザ ニ ア,ウ ガ ン ダ,ザ ン ビァ

9.(地 域 代表)バ ル バ ドス,ド ミニ カ,ハ イ テ ィ,ジ ャマ イ カ,ト リニ ダ

ッ ド ・ トバ ゴ
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ア.恒 久的管理措置の実施

インテルサ ットは,1973年 の恒久的制度への移行後 も暫定的措置として,

米国衛星通信会社(コ ムサ ット)と 管理業務契約を結び,運 用上,技 術上の

管理業務の大部分を行わせてきたが,1978年12月31日 をもって管理業務契約

は終了 し,代 わってインテルサッ トの業務遂行を補完するためとの趣旨で次

の4種 の契約が コムサ ットと締結された。

① 技術業務契約一将来の衛星システムの技術特性に関するもの(4年)

並びに衛星機器の製作及び軌道上運用に関するもの(6年)

② 研究業務契約(3年)

③ システム計画研究支援のための過渡的契約(1年)

④TTC&M(追 跡,遠 隔測定,指 令及び監視)ネ ットワーク及び衛星

管制センタ支援のための保守供給契約

なお,恒 久的管理体制下の事務局構成は第2-8-6図 のとお りであ

る。

第2-8-6図 インテルサット事務局の構成

財務担当

副事務局長

財

務

課

計

課

運用 ・開発担当

副事務局長

運

用

課

エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ
課

シ
ス
テ
ム
計
画
課

渉外関係担当部長

法律顧問

ビジネス計画担当部長

事務局長執行補佐

総務担当

副事務局長

務 事

課 課

調
議
サ サ
1[達
ビ ビ
ス ス
課 課 課
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イ.イ ンテルサ ッ ト援助 開発計画

開発途上 国の地 球局建設 援助に関する提案 との関係で,技 術上,財 政 上の

問題 に関する コンサルテ ィング ・サ ービスを行 うことを内容 とす るインテル

サ ッ ト援 助開発 計画が採択 された。 現在,事 務局の ビジネス計画室が担 当し

て い る。

ウ.海 事衛 星通 信業務の提供

イ ソテルサ ッ ト準備 委員会等の動 きを受けて,イ ンテルサ ッ トV号 系衛星

の5,6及 び7号 機に海事通信サ ブシステム(MCS)を と う載す る ことを決

定 した。

エ .V号 系衛星の打上げ ロケ ッ ト

インテルサ ヅ トV号 系衛星 の5,6及 び7号 機に つ いては,原 則 としてそ

の うちの1つ を欧州 のア リアン ・ロケ ッ トに よ り,他 の2つ を米 国のスペー

ス ・シ ャ トルに より打 ち上げ ることに な った。 なお,1号 機か ら4号 機 まで

は米 国のア トラス ・セ ン トール ・ロケッ トに よ り打 ち上げ られ るこ とになっ

て いる。

(6)イ ンテルサ ッ トの衛星 システ ム

1979年3月31日 現 在,電 話4千 回線及 びテ レビ2チ ャンネル分の容量 を持

第2-8-7表 イ ンテルサットの運用衛星の配置使用状況

(1979.1.31現 在)

地 域 大 西 洋 ・・側 太 平 洋

衛 星

静 止 位 置

】V-A

(F-1)

西 経
24.45度

IV-A
(F-4)

西 経

34.50度

IV(F-1)

西 経

17.19度

IV-A
(F-6)

東 経
62.82度

MF-8)

東経
173.88度

接 続 す ・地 球 局 数1 551 391 4 ・・1 23

数ト
)

ツ
タ

。

ン
く

ニ
ポ
除
ス
を

ユ

ン

ス

用

ラ

【

ト

リ

使
( 9,069.5 5,940.5 1,374 6,171 3,008.5

(注)ユ ニットとは,2つ の標準地球局間に4kHz相 当 の電話双方向回線を設定

するために必要な衛星の電力と帯域であって,2単 位をもって1双 方向回線が

設定される。
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つIV号 系 衛星 と,こ れに トランスポ ンダ数 の増加,ス ポ ット・ビームに よる

周波数 の再使用等 とい った改良が加 え られ,電 話6千 回線及び テ レビ2チ ャ

ンネル分 の容量を持つIV-A号 系衛 星 とが運用に供 されている。IV-A号 系

衛星は,従 来 の大西洋地域に加え,イ ン ド洋地域 において も1978年11月19日

か ら運用 が開始 された。

衛星の配置及 び使用状況 は第2-8-7表 の とお り,ト ランスポ ソタ㌦ リー

スは,15か 国 の署名当事者(20件)に 対 して行 っている。

5国 際海事衛星機構(INMARSAT)

(1)イ ン マルサ ッ ト条約の署名等の状 況

国際海事衛星機構(イ ンマルサ ッ ト)は,海 事通信を改善す るために必要

な宇宙部分の提 供を 目的 とす る組織 として設 立が構想 され,3回 にわた る政

府間会議におけ る審 議の結果,1976年9月3日 にインマルサ ットに関す る条

約及び同運用協 定が採択 され,同 日以降署名のために開放 されてい る。1979

年3月31日 現 在におけ る条約及び運用協定 の署名等 の状況 は第2-8-8表 の

とお りである。

条約が発効す るためには当初出資率 の95%を 代 表す る国が締約国 とな る必

要 があるが,所 要 の手続を了 して締約 国になってい るのは,米 国,ソ 連,ノ

ール ウェー,目 本,ク ウ ェイ ト,ス ペイン,オ ース トラ リア,イ ン ド,一 ユ

ー ・ジ ーラン ド,エ ジプ ト,白 ロシア及 び ウクライナの12か 国で,当 初 出資

率の合 計は68.94%で あ る。

なお,我 が国は,条 約 については1977年3月22日 に 受諾を条件 として署名

を行い,第84国 会 において承認を受けた後,同 年11月25日 に受諾 した。一

方,運 用協 定については,1977年3月22目 に 国際電電を これに署名す る事業

体 として指定 し,同 社 は同年4月7日 に署名を行 った。

(2)準 備 委員会の活動

政府 間会議 の決議に基づ き,イ ンマルサ ッ トの発足 に備えて諸準備を行 う

こ とを 目的 として準備委員会が設立 され,1977年1月 か ら活動を開始 した。
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第2-8-8表

論

インマルサット条約及び同運用協定の署名等の状況

(1979.3.31現 在)

国 名

国

国

連

ア

ナ

【

本

ア

ス

独

ヤ

ダ

ダ

ト

ン

ン

ク

ア

ド

ル

ド

ン

一

ド

独

ル

ド

ア

バ

ア

ン

リ

一

ス

誓

"
∵

総

・蕊

藻

　嵩

・
ル・

米

英

ソ

白

ウ

ノ

日

イ

フ

西

ギ

オ

ヵ

ク

ス

ス

デ

オ

イ

ブ

ポ

ァ

ベ

フ

東

シ

ニ

ブ

キ

イ

イ

チ

ペ

ス

当 初
出資率%

※30.00

12.00

}1…
5。

妬

37

5。

5。

5。

5。

2。

・。

5。

3。

n

∞

。。

5。

姶

乃

%

%

盟

ω

翼

33

33

33

33

%

茄

%

9

a

4
。

a

a

a

歌

3
,

a

a

a

a

λ

2
.

L

L

α

0
。

0
・

α

α

0
・

0
・

0
・

α

α

0
・

α

q

※

条 約
署 名 目

5

3

3

3

3

3

2

6

1

2

2

9

9

9

9

9

3

6

気

6

α

6

6
。

6

Z

a

7

7

7

7

7

7

7

7

76.9.3

78.9.29

76.9.3

78.1.30

77.2.1

78.1.27

78.4.13

76,9.3

78.2.1

77.8.17

76.9.3

76.9.3

運用協定
署 名 日

79.1.IO

79.3.30

76.9,3

79.3.29

79.3.29

76.9.3

77.4.7

78.6.6

78,9。29

76.9.3

78.2.24

77.2.1

78.1.27

76.9.3

78.2.24

77.8.17

締約国 と
なった 目

79.2.15

79.3.13

79.3.29

79.3,29

78.正0.10

77.ll.25

77.2。25

78.9,5

79.3。16

78。6.6

77.8.17

手 続
(注2)

①

②

②

②

②

②

②

②

②

②

②

②

②

②

②

②

②

①

②

②
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国 名

リ

ア

エ

ガ

イ

タ

ト

カ

ベ リ

ル ジ ェ リ

ジ プ

フ

ル

メ ル ー

ア

ァ

ト

ナ

ク

イ

コ

ン

合 計

当 初
出資率%

0.10

0.05

0.05

0.05

0.05

0.05

0.05

0.05

ll5.97

条 約
署 名 日

76.9.3

76.9,3

78.7.21

76.10.13

24か 国

運用協定
署 名 目

77.ll.29

78.7.21

76.10.13

19か 国

締約国と
なった日

77.ll.29

12か 国

手 続
(注2)

②

③

②

②

②

締約国の当
初出資率
合計68.94%

(注)1.上 記42か 国の当初出資率は運用協定の附属書に定められている。ただし,

※印の米国及びクウェイ トは,同 附属書に規定するところに従い,そ れぞ

れ17.00%及 び1.48%と 定 められていたものを上記に引き上げた。

2.「 手続」欄は,条 約に定められた下記3種 類の締約国となる手続の うち

いずれによるかを示すものである(判 明分のみ)。

① 批准,受 諾又は承認を条件としないで署名すること。

② 批准,受 諾又は承認を条件として署名した後,批 准,受 諾又は承認を

行 うこと。

③ 加入すること。

付託 された主要任務は,陸 上及び船上地球局 の技術基準の研究,宇 宙部分施

設に関す る研究,管 理業務契約老に関す る研究,事 務局組織に関す る研究,

機構 の諸規則 の準備,本 部協定締結の準備等 である。

1979年3月 現在 の準備委員会参加 国は,オ ース トラ リア,ベ ルギ ー,ブ ラ

ジル,ブ ルガ リア,カ ナ ダ,デ ンマ ーク,フ ィン ラン ド,フ ランス,西 独,

ギ リシ ャ,イ ソ ド,イ タ リア,日 本,ク ウェイ ト,オ ランダ,ニ ュー ・ジー

ラン ド,ノ ール ウェー,ス ペ イン,ス ウェーデ ン,ソ 連,英 国及び米国の22

か 国である。

実質的な作業は,準 備委員会 の下に設 置 された技術,経 済及 び組 織の3バ

ネルにおいて 行われて きたが,各 パネル とも1978年6月 か ら7月 に か けて
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開かれた第4回 会合をもって作業を終了した。準備委員会は,第3回(7月

19日 ～21日)及 び第4回(12月18日 ～22日)会 合において,各 パネルか

らの報告を基礎に更に所要の検討を加えた上で政府間会議の参加国政 府に

対 して提出する付託事項の研究結果の暫定報告(最 終報告は,発 足後のイン

マルサ ットに提出される。)を採択,こ れによりその任務の大部分を終了し

た。

(3)宇 宙部分をめぐる動き

準備委員会も,宇 宙部分システムについての検討を行ってきた。しかし,

準備委員会は決定をする権限を有さず,一 方,現 用中のマ リサ ット・システム

が設計寿命に達する1981年 からインマルサ ットのシステムが運用可能 となる

ためにはインマルサ ット発足以前に調達作業を開始する必要があるので,宇

宙部分の決定 ・調達を行いこれをインマルサ ットに引き継 ぐことを 目的とす

るジョイン ト・ベンチ ャー組織の設立が構想され,そ の準備のための会合が

1977年10月 からたびたび開催されて準備委員会のメンバの大部分がこれに参

加した。結局,イ ンマルサ ットの発足が間近に予想されるに至ったために,

1979年3月 の会合で ジョイン ト・ベンチ ャーは設立されない ことになった

が,準 備委員会及びジョイン ト・ベンチャー設立のための会合を通 じて,多

くの国が海事通信用部分をとう載 したインテルサッ トV号 系衛星3個 及びヨ

ーロッパ宇宙機関(ESA)が 開発中のマレックス衛星3個 からなるシステム

に対する支持を明らかにし,こ れに基づいてインテルサット理事会が,イ ン

テルサットV号 系衛星の5,6及 び7号 機に 海事通信用部分を とう載するこ

とを決定 して必要な手続を開始する等インマルサ ットが早期に宇宙部分を取

得し得る可能性は大きく高まった。

6そ の他の国際機関

(1)国 際 連合アジア太平洋経済社会委員会(ESCAP)

ESCAP(EconomicandSocialComisslonforAsiaandthepaci丘c)
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は,国 連経済社会理事会(ECOSOC)の 監督下にある地域経済委員会の 一

つで,1947年3月 設立された 国連アジア極東経済委員会(ECAFE)か ら名

称が変更され(1974年9月)現 在にいたっているものである。ESCAPの 本

部はバンコクにあ り,地 域内各国の経済,社 会開発のための協力をは じめ,

これに関する調査,研 究,情 報収集等を行っている。現在の加盟国は,域 内

国30,域 外国5,準 加盟国8の 計43か 国で,我 が国は1954年 以来域内の加盟

国として参加している。ESCAPに は,九 つの常設委員会があ り,そ の一つ

である海運 ・運輸通信委員会において,域 内の電気通信及び郵便の開発に関

する技術及び経済関係の諸問題の討議,勧 告を行い,そ の実施状況の検討が

なされている。

(2)ア ジア ・太平洋電気通信共同体(APT)

アジア ・太平 洋 電 気 通 信 共 同 体(Asia-PacificTelecommunity略 称

APT)は,ア ジア ・太平洋地域における電気通信の 開発 を 促進し,地 域電

気通信網の完成を推進することを目的として,地 域内諸国によりその設立が

かねてから検討 されていたものであるが,数 次にわたるAPT設 立憲章起草

のための会合を経て,1976年3月27日 のESCAP第32回 総会において 「ア

ジア ・太平洋電気通信共同体憲章」が採択された。

同憲章は,同 年4月1日 以降ESCAP域 内加盟国 及び 準加盟国に対し署

名のため開放されていたが,1979年1月26日 にAPT本 部の所在地であるタ

イが批准したことにより同年2月25日 をもって効力を生 じることとなった

(我が国は,1977年11月2日 に同憲章を国会で承認し,同 月25日 には,同 憲

章の受諾書を国際連合事務総長に寄託している。)。

(3)国 際連合字宙空間平和利用委員会

国際連合宇宙空間平和利用委員会は,国 際連合総会の下に宇宙空間の平和

利用に関する問題を検討することを目的として設置された機関であ り,そ の

下部機関として法律小委員会及び科学技術小委員会を設けて,付 託された問

題についてそれぞれ専門的に検討を行 っている。

同委員会は,1978年6月26日 から7月7日 まで第21会 期会合を開催 し,法
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律小委員会及び科学技術小委員会の作業状況を審査するとともに国連宇宙会

議の開催について検討した。この種の会議は1968年 にウィーンにおいて初め

て開催されたが,そ の後10年 の間に宇宙開発が著しく進展したことか ら実績

を評価し将来を展望するため,同 委員会は,第33回 国際連合総会(1978年)

に対し,第2回 会議を1980年 代の初期に開催することを決定するよう,勧 告

した。

なお,第33回 国際連合総会は,同 委員会にこの会議の開催のための準備を

行わせることとした(国 際連合総会の文書A/RES/33/161978年11月17日

付)。

法律小委員会は,宇 宙空間の平和利用に関する法律面の検討を行っている

が,1978年3月13目 か ら4月7日 まで第17会 期会合を開催し,① 月条約

案,② 衛星に よる直接テレビジョン放送を規律する原則案,③ 衛星による

地球の遠隔探査(リ モー トセンシング)の 法的側面,及 び ④ 宇宙の定義に

ついて検討を行った。 このうち,② については,前 会期に引 き続 き未合意

の4項 目(「国家間の協議及び協定」,「番組内容」,「不法な許されざる放送」

及び 「前文」)の 文案を審議したが,い ずれの項 目も合意をみるに 至らなか

った。

科学技術小委員会は,宇 宙に関する科学技術面での国際協力等の審議を行

っているが,1979年2月5日 から2月22日 まで第16会期会合を開催 し,リ モ

ー トセンシソグ,国 連宇宙応用計画,国 連宇宙会議の開催,静 止軌道の技術

的特性等に関する事項を前会期に引き続き検討 した。このうち,国 連宇宙会

議の開催については,国 際連合総会の決定(前 掲文書)を 受け,作 業部会を

設置して,議 題 開催期及び開催場所を検討した。議題 として は,「宇宙科

学技術の現状」,「宇宙科学技術の応用」及び 「国際協力と国際連合の役割」

とい う3項 目の下でそれぞれ検討すべき事項をとりまとめたが,開 催期及び

開催場所については宇宙空間平和利用委員会の第22会 期(1979年)に おいて

検討されることとなった。

宇宙問題を審議するための国際連合の組織は次のとお りである。
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塵 連合総会1

1匝

空間平和利用委員会1

11

塵 小委員ヨ 塵 技術小委員ヨ

(4)政 府間海事協議機関(IMCO)

ア.概 要

IMCOは,海 運に影響のあるすべての種類の事項に関する国際協力を促進

することを目的として設立された,国 際連合の専門機関の一つである。

海運業務の分野においても無線通信は広 く利用され て お り,こ れまでに

「1960年の海上における人命の安全のための国際条約」,「1974年の海上にお

ける人命の安全のための国際条約」,「1977年の漁船の安全のための トレモ リ

ノス国際条約」,「1978年の船員の訓練,資 格証明及び当直維持の基準に関す

る国際条約」等無線通信に関係する条約がIMCOの 招集する国際会議にお

いて採択 され,ま た,海 上における遭難通信制度,種 々の無線設備の基準等

に関し,海 上安全委員会等において審議が行われ,多 くの決議が採択されて

いる。

イ.組 織

IMCOは,総 会,理 事会,海 上安全委員会,機 関が必要と認める補助機関

及び事務局で構成 し,無 線通信に関する事項は,主 として補助機関である無

線通信小委員会が実質的な審議を行い,そ の結果について海上安全委員会の

承認を求めることとなっている(第2-8-9図 参照)。

ウ.活 動

53年度において,無 線通信が関係するものと して は,次 の 活動が行われ

た。

①1978年 の船員の訓練及び資格証明に関する国際会議

この会議は,1978年6月14日 から7月7日 まで英国の ロンドンにおいて



一402一 第2部 各
論

第2-8-9図 IMCO組 織図

開催され,「1978年 の船員の訓練,資 格証明及び 当直維持の基準に関する

国際条約」を採択した。

この条約は,船 員の訓練,資 格証明及び当直維持に関して国際的な基準

を設定することによって,海 上における人命及び財産の安全並びに海洋環

境の保護を促進することを目的とするものであ り,無 線通信士及び電話級

無線通信士が資格証明を得るための要件等がこれに含まれている。

② 無線通信小委員会

この小委員会は,海 上の安全に関す る事項の うち無線通信の分野に係る

諸問題について検討を行い,そ の結果を海上安全委員会に報告す ることを

任務とするものであ り,第19回 無線通信小委員会が1978年9月4日 から9

月8日 まで,第20回 無線通信小委員会が1979年3月26日 から3月30日 まで,
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ともに英国のロンドンにおいて開催された。

この小委員会においては,ITUの 世界無線通信主管庁会議(WARC-

79)に 対するIMCOの 意見,海 上における遭難及び安全制度に関する勧

告,世 界航行警報システムの改正,無 線電話警急信号発生装置の運用基準

等については一応の結論を得,海 上安全委員会の承認を求める こ と と な

り,ま た,将 来の世界的な海上における遭難及び安全制度,EPIRBの 運

用要件,デ ィジタル選択呼出方式,救 命艇及びいかだ用無線設備の要件等

については,今 後も審議を継続することとなった。

(5)国 際民間航空機関(ICAO)

ア.概 要

ICAOは 国際連合の専門機関の一つで,国 際民間航空が安全かつ整然 と発

達するように,か つまた国際航空運送業務が,機 会均等の原則に基づいて健

全かつ経済的に運営されるように各国の協力を図ることを目的として組織さ

れたものである。

航空の分野においても通信あるいは航行援助に各種の電波が駆使されてお

り,ICAOの 主要な任務には,国 際航空通信の要件の決定,国 際航空業務に

分配された周波数を実際に使用するための調整計画の策定等がある。これら

の具体的な内容は,ICAOの 標準及び勧告として国際民間航空条約附属書に

規定されている。また,対 外的には,ITU等 の活動に おける 国際民間航空

に影響のある問題についての研究等に参画することも大きな任務の一つとな

っている。

今日,こ の分野における電気通信の課題としては,電 子技術を十分に活用

しての通信の自動化の促進,VOR,ILS等 の 航行援助施設の 性能の向上及

び新技術の研究開発,宇 宙通信技術の導入等が挙げられる。

イ.組 織

ICAOの 組織は,総 会,理 事会,事 務局等のほか,そ れぞれの分野におけ

る専門的な活動を行 う各種委員会や地域航空会議等の補助機関により構成さ

れてお り,国 際航空通信に関する事項は主として航空委員会及びその下部機
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関である通信部会で審議 され,そ の結果を理事会に勧告,助 言することにな

っている(第2-8-10図 参照)。

ウ.活 動

ICAOの 通信部会会議が,1978年5月16日 から6月9目 までカナダのモン

トリオールにおいて開催された。

この会議は,1979年9月 に スイス の ジュネーブで開催が 予定されている

ITUの 世界無線通信主管庁会議(WARC-79)に 対する準備 と1978年2月

にジュネーブで開催されたITUの 航空移動(R)業 務に 関する世界無線通

信主管庁会議の結果に対す るICAO側 の対処を 目的としたものである。

この会議における主要な審議事項及び審議結果は次のとお りである。

第2-8-10図ICAO組 織図
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①ITUの 航空移動(R)業 務に関する世界無線通信主管庁会議の結果必

要となった国際民間航空条約附属書の修正案の作成 と全面SSB化 計画

及び旧周波数から新周波数への移行計画の作成がなされた。

② 同主管庁会議で改正 された無線通信規則の付録27(空H)に 基づいた

個々の航空局に対する周波数割当計画案の作成及び地域航空会議のため

の資料の作成がなされた。

③ 航空移動業務に関係のある無線通信規則,追 加無線通信規則及びこれ

らの規則の付録に関する事項,特 に航空移動業務の定i義,有 害な混信,

識別表示のない伝送等についての改正意見をまとめた。

④ 航空移動業務に関係のある周波数帯分配について現状の確認を行うと

ともに将来の需要について検討を行った。

⑤ 現行ITU決 議及び勧告並びに航空移動業務に関係 し,あ るいは影響

のある他の会議による勧告及び決議に つ い て見直 し,本 会議の意見を

WARC-79へ の 適切な提案のために主管庁が役立たせることを決議し

た。

(6)国 際無線障害特別委員会(CISPR)

国際無線障害特別委員会は,電 気及び電子の技術分野における標準化等に

関して国際協力を促進することを目的とする 国際電気標準会議(IEC)の 特

別委員会 として設立されたものである。

目的は,各 種電気機器の無線妨害に関する諸規格(許 容値,測 定器,測 定

法)を 国際的に統一 して国際貿易を促進するとともに,放 送業務を含む一般

無線通信業務を各種電気機器による電波雑音から保護するための国際協力を

推進することにある。

また,CISPRは,CCIRの 要請に応じて,無 線妨害に 関す る特別研究を

引き受けるほか,会 議にはオブザーパを相互に派遣するなど,緊 密な協力関

係を保っている。

CISPRに は,総 会,運 営委員会,6つ の小委員会(妨 害波測定器,工 業・

科学及び医事用機器からの妨害,電 力線 ・電気鉄道からの妨害,自 動車 ・内
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燃機関か らの妨害,受 信機の妨害特性,各 種電気機器等からの妨害)及 び各

小委員会に所属する作業班並びに運営委員会に所属する作業班が設置されて

いる。

国内では,郵 政省の附属機関である電波技術審議会に おいて,CISPRに

関する文書及び国際規格に対す る意見等を審議している。

本年度は197件 の文書について審議を 行 い,「家庭用電気機器,携 帯用電

動工具及び類似電気機具からの妨害波の許容値及び測定法」及び 「テ レビジ

ョン受信機の局部発振器からの妨害波の簡易測定法」について,文 書に よる

意見を提出した。

(7)経 済協力開発機構(OECD)

経済協力開発機構…は,1961年 に欧州経済協力機構…(OEEC)を 発展的に改

組 して発足 した機構で,① 財政金融上の安定を維持 しつつ,で きる限 り高度

な経済成長と雇用の増大並びに生活水準の向上をはかる こ と(経 済成長),

②経済発展の途上にある 諸地域の 健全な 経済成長に 寄与すること(開 発援

助),③ 国際的義務に従い多角的かつ無差別的な基礎に 立った 世界貿易の拡

大に寄与すること(貿 易拡充),の 三つの目的を持 って お り,こ れを達成す

るため加盟国相互の情報及び経験の交換,政 策の調整,共 同研究を行 ってい

る。

組織についてみると,上 部機構として全加盟国に よって構成されOECD

の意見の正式決定機関である理事会があ り,下 部機構 として理事会の補佐機

関である執行委員会及び機構の目的を達成するために必要な経済政策,開 発

援助,貿 易等約30の 委員会がある。

OECDの 活動は,経 済,科 学,社 会,教 育等広汎な 分野に 及んでいる。

現在,通 信政策に関する諸問題は各国の科学技術政策の立案,実 施について

の意見交換等を行 っている科学技術政策委員会(CSTP)の 下に設置 されて

いる情報 ・電算機 ・通信政策作業部会(ICCP)で 検討されている。

ICCPは1976年10月 に,そ れまで情報に 関する基本政策を扱 っていた情

報政策グループ(IPG)と 電子計算機に関する問題を扱っていた電子計算機
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利用グループ(CUG)を 統合して設立された組織である。

1977年3月 に第1回 会合を開いて以来1978年11月 までに4回 の会合を開

き,国 際的なデータ の流通 とプライバシー保護,情 報活動 の 経済分析,

OECD域 内に おける データネットワーク政策,発 展途上国への技術情報の

移転等,情 報,電 子計算機,通 信政策の分野で生ずる政策的問題についてシ

ンポジウムの開催,調 査分析,報 告書の作成等を通じて情報交換,政 策の調

整等を行ってきている。

「情報活動の経済分析と電子,電 気通信及び関連技術の役割」の問題につ

いては1977年2月,「 国境を超えるデータに対する障壁とプライバシーの保

護」の問題については1978年2月 に それぞれ 専門家グループが設置され,

専門的立場から調査 ・研究等を行っている。

ICCPの 運営についてみると,ほ ぼ年二回の割合で本会合が開かれるほか,

数回の専門家グループの会合及び特定の問題が提示された場合に特別会合が

開催されている。1978年 においては,第3回,第4回 の定例会合が開かれた

ほか,9月 に 「OECD地 域におけるデータネットワーク開発の持つ政策的意

味に関する特別会合」が開催された。この会合の目的は,デ ータの国際間伝

送及びデータサービス規程に関する主要な非技術的な政策上の論点のい くつ

かを概観すること,及 びこれらの論点に関し国際的協議の必要性を指摘する

ことであり,ネ ットワークの相互接続の法的 ・制度的諸問題 コンピュータ

技術と電気通信技術の併合の帰結等が論 じられた。我が国も本会議に代表を

派遣し,我 が国におけるデータ通信政策の現状と将来展望,各 種データネッ

トワークシステムの現状等を紹介 した。

第2節 国 際 協 力

1通 信 ・放送分野における国際協力

ここでいう国際協力は,開 発途上国に対する技術協力と資金協力とから成

る経済協力を意味する。
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国際協力は,基 本的には先進国が世界各国との共存共栄の原則に基づいて

世界共同体の一員としての責務を果たす ことであ り,そ の理念は,究 極的に

人類共同体から貧困を追放するため各国が協力し合い,世 界の平和 と繁栄を

確保することである。国連はこの理念に基づいて,1970年 代を 「第2次 国連

開発の10年」 として,先 進国が開発途上国に対す る援助の質的,量 的向上に

努力するよう決議 している。

我が国は,1970年 のOECD閣 僚会議の決議に従 って,開 発途上国に対す

る経済協力全体を 国民総生産(GNP)の1%ま で,ま た,第3回 国連貿易

開発会議(UNCTAD)の 決議に従い,こ のうち政府の 財政資金を使って行

う政府開発援助(ODA)をGNPの0.7%ま で引き上げるよう最善の努力

を払 う旨表明している(た だし,達 成期限に ついては留保。)が,53年 の実

績は,経 済協力の中核を占めるODAが0.23%に とどまっている。

貿易立国たる我が国の開発途上国への貿易依存度は50%に ものぼ り,米 国

の22%,欧 州共同体の12%に 比較 して非常に高い。それだけに 我が国は開

発途上国 との関係の緊密化に格段の配慮を払 う必要があ り,国 際協力の推進

は,国 民的な課題 として,そ の重要性,必 要性はとみに増大しつつある。こ

のような観点か ら我が国は,53年7月 ボンで開催された先進国首脳会議にお

いて政府開発援助を3年 間で倍増する決意を表明している。

通信 ・放送は,経 済 ・社会の基盤 となる施設として不可欠なものであ り,

その整備状況がその国の経済 ・社会 ・文化の発展に与える影響は計 り知れな

いものがある。近年,開 発途上国では,通 信 ・放送の重要性に対する認識が

高ま り,通 信 ・放送網を整備,拡 充するためのプロジェクトが各国で積極的

に推進されているが,通 信 ・放送の分野は高度に技術性が強 く,多 額の設備

資金を必要とするため,開 発途上国が自力で開発を行 うことは難 しい状況に

あ り,先 進国からの技術協力あるいは資金協力が強 く望まれている。

このような背景の中で,優 れた技術力と経済力を有する我が国に対 して開

発途上国は大きな期待を寄せてお り,郵 政省 としては,通 信 ・放送分野にお

ける国際協力を今後更に積極的に推進してい くことにしている。
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(1)概 況

国際協力を大別すると,研 修員の受入れ,専 門家の派遣等を行う技術協力

と開発プロジェク トに対して資金を 供与する資金協力との二つに分け られ

る。また,援 助の主体からみると,日 本政府 と相手国政府との2国 間の合意

によるもの,す なわち2国 間ベースによるものと,国 際機関を通 じて行 うも

の,す なわち多国間ベースによるものとに分けられるが,こ の うち,通 信分

野における多国間ベースによるものは,ITU,UPU等 を 通じて行 う技術協

力が主体となっている。

53年度における通信 ・放送分野の国際協力活動は,53年3月 に財団法人海

外通信 ・放送コンサルティング協力(JTEC)が 設立されたこともあ り,よ り

一層積極的に推進された。

ア.技 術 協 力

技術協力の形態としては,研 修員の受入れ,専 門家の派遣,開 発調査団の

派遣並びに海外技術協力セソタの設置,運 営等があり,政 府ベースの技術協

力は国際協力事業団を通 じて実施されている。

研修員の受入れは,開 発途上国の通信 ・放送関係技術者を受け入れて,我

が国の進んだ技術を習得させるもので,こ れには海外からの個 々の要請に応

ずる個別研修 と,あらか じめコースを設定して受け入れる集団研修 とがある。

通信 ・放送分野では,53年 度に個別研修,集 団研修合わせて333名 の研修員

を受け入れてお り,政 府全体の受入れの中でも極めて 高い割合を 占めてい

る。

専門家の派遣は,開 発途上国へ通信 ・放送の専門家を派遣して,現 地で技

術職員の訓練,通 信 ・放送施設の建設,保 守及び運用面の指導,開 発計画の

企画への助言等を行 うもので,53年 度においては140名 の専門家が派遣され

ている。

開発調査は,開 発途上国の通信 ・放送関係の開発計画について,調 査団を
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編成し,現 地作業及び国内作業を行って,そ の 計画 の実現に協力するもの

で,こ れにはプロジェク ト・ファインデ ィング調査,事 前調査,フ ィージビ

リテ ィ調査,実 施設計調査等がある。53年 度において実施した開発調査は14

件で,119名 の専門家がこれに参加 している。

海外技術協力セソタは,開 発途上国における通信 ・放送関係の技術者人材

の養成,技 術の研究開発等を行 うために現地に設置されるものである。現在

までにセンタが設置されている国は,タ イ,パ キスタン,イ ラン,ジ ョルダ

ン及びメキシコの5か 国があり,我 が国は,こ れ らのセンタに対 し,専 門家

の派遣,機 材の供与,相 手国カウンターパー トの我が国での研修実施等を通

じて,協 力を行ってきた。センタに派遣 された専門家は,53年 度では56名 と

なっている。

イ.資 金 協 力

開発途上国に対する資金協力の主要な形態には,贈 与等の無償協力 と円借

款等の有償協力とがある。

53年度においては,バ ングラデシュの放送プロジェクトに対 し贈与が,ま

た,タ ンザニア,マ レイシア,フ ィリピソ,マ ダガスカル及びイン ドネシア

の電気通信プロジェクトに対し円借款供与が約束されている。

(2)技 術 協 力

ア,研 修員の受入れ

⑦ 郵 便 関 係

政府ベースによる郵政幹部セ ミナの開催 と個別研修員の受入れは,38年

度から実施 してお り,52年 度末までに159名 を受け入れている。53年 度は,

アジア ・中近東地域を対象とする郵政幹部セ ミナを開催 し,こ の地域に共

通する国際郵便業務の問題 と,そ の解決策をテーマとして研究 ・討議が行

われたが,こ のセ ミナには15か 国から15名が参加 した。政府ベースによる

個別研修員として8名(郵 便7名,郵 便貯金1名)を 受け入れた。

AOPU職 員交換計画では,52年 度までに91名 を受け入れてお り,53年

度には13名 を受け入れた。
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国連開発計画又はUPU特 別基金に基づ くUPUの 個別研修は,52年

度までに11名 を受け入れているが,53年 度には1名 を受け入れた。

UPU特 別基金によるセ ミナの開催に伴 う受入れは,42年 度にアジアの

10か国から17名を受け入れたが,そ れ以後は実施していない。

(イ)電 気通信関係

電気通信分野における研修員の受入れは,我 が国が昭和29年 にコロソポ

プランに加盟するとともに開始され,技 術協力への第一歩を踏み出した。

52年度末までに,コ ロンボ計画で955名,中 近東 ア フ リカ計画で535

名,中 南米計画で557名,ITU等 の 国連計画で138名,ITU共 催セ ミナ

で177名,そ の他38名,計2,400名 を受け入れている。

電気通信関係の研修は,当 初,相 手国の個々の要請に基づき,研 修可能

なものについて研修員を受け入れていた(個 別研修)が,37年 度に国際テ

レックス通信技術,短 波無線技術,電 話交換技術及び国際電信電話業務の

4集 団研修 コースを創設し,そ の後,集 団研修コースの拡大 ・強化に努め

た結果,53年 度においては,電 話交換技術第一及び第二,搬 送電話技術,

衛星通信技術上級及び初級,国 際電信電話業務,電 話線路技術,マ イクロ

ウェーブ通信技術第一及び第二,国 際テレックス通信技術,電 話網計画設

計,国 際電話交換技術,電 気通信幹部セ ミナ並びにアジア電気通信開発セ

ミナの計14コ ースの集団研修を実施 した。

53年度においては,電 話交換技術の多様化と開発途上国からの強い要望

及び時代の要請にこたえて,既 存の電話交換技術コースを,電 子交換方式

技術を主体 とする電話交換技術第一 コースとクロスバ交換方式技術を主体

とする電話交換技術第ニコースとに分割して研修を実施した。また,52年

度までは,対 象地域に分割 して実施していた衛星通信技術第一及び第ニ コ

ースを,研 修内容を中心として編成替えし,衛星通信技術上級(Advanced)

コースと衛星通信技術初級(Regular)コ ース として 参加研修員の増大に

対処するとともに,研 修主体技術の明確化を図った。

53年度においては,コ βソボ計画で84名,中 近東アフリカ計画で49名,
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中南米 計画 で53名,ITU計 画 等 国連計画 で21名,計207名(集 団181名,個

別26名)を 受け入れ た。

53年 度 に実施 した集団研修及 び個別 研修 の概要 は,次 の とお りであ る。

(集 団研修)

① 電 話交換技 術第一 コース 〔第1回 〕(53.4.2～53。7.17)

電 子交 換装置につい て交換機 の基礎知識,シ ステム計画,施 設設計並

びに保守 に至 る広範 囲な知識 と技術 を習得 させる ことを 目的 とす る コー

スで,15か 国,15名 が 参加 した。

② 電話交換技術第ニ コー一ス 〔第12回 〕(53.8,26～53.12.4)

各 種 クロスパ交換設備 を含 め,標 準機種 であるC400型 交 換機 を中心

として,交 換機 の基礎知識,シ ステム設計,施 設設計並 びに保 守に至る

広範 囲な知識 と技術 を習得 させ る ことを 目的 とす る コースで,10か 国,

14名 が 参加 した。

③ 搬送電話技術 コース 〔第14回 〕(53.4,30～53.8.14)

搬 送 電 話の設計,建 設,保 守等 に関す る最 新の知識 と技 術を習得 させ

ることを 目的 とす る コースで,16か 国,17名 が 参加 した。

④ 衛 星通 信技 術上 級(Advanced)コ ース 〔第1回 〕(53.5.4～53.7.12)

イ ンテルサ ッ ト衛星通信技術 の経験 者に対 し,そ の技術 知識 を補足 ・

更新 し,か つ,新 技術 に関す る知識 を習得 させ ることを 目的 とす るコー

スで,8か 国,8名 が参加 した。

⑤ 衛 星通 信技 術初 級(Regular)コ ース〔第1回 〕(53.8.17～53.11.21)

イ ンテルサ ッ ト衛星通信方式 の基 礎及 び全 般について理 論 と設備の知

識を与え,更 に設 備の運用 技術を習得 させ る こ と を 目的 とす るコース

で,13か 国,13名 が 参加 した。

⑥ 国際電信電話業務 コース 〔第17回 〕(53.5.4～53.7.19)

国 際 電報,電 話,テ レ ックス等国際電気通信業務全般の運用及び管理

に関す る知識を習得 させ ることを 目的 とす るコースで,10か 国12名 が 参

加 した。
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⑦ 電話線路技術 コース 〔第14回 〕(53.6.8～53。9.18)

電 話線路施設 の計画,設 計,建 設,保 守等 に関す る一連 の知 識 と技術

を習得 させる ことを 目的 とす るコースで,14か 国,]6名 が 参加 した。

⑧ マイ クロウェーブ通信技術第一 コース 〔第15回 〕(53.7,7～53.10.17)

マ イ クロウェーブ通信技術 の設 計,建 設 ,保 守等に関する最新 の知識

と技術を習得 させる ことを 目的 とし,中 南米諸国以外の開発途上国 を対

象 とす るコースで,17か 国,19名 が 参加 した。

⑨ マイ クロウェーブ通信技術第ニ コース 〔第5回 〕

(53.9.11～53,12.25)

研 修 内容は,前 記 第一 コース と同 じであるが,中 南米諸国を対象 とす

るコースで,16か 国,18名 が 参加 した。

⑩ 国際 テレ ックス通信技術 コース 〔第17回 〕(53.8.17～53.11.15)

国 際 テ レックス通 信技術 におけ る交換方式一般,電 子交換 システ ム等

の理論 と設備の知識を与 え,更 に機器の運用技術を習得 させることを 目

的 とす るコースで,8か 国,9名 が 参加 した。

⑪ 電話網計画設 計 コース 〔第6回 〕(53.11.2～54.2.19)

電 話 網 の計画,設 計等 に必要 な知識 と技 術を習得 させ ることを 目的と

す る コースで,11か 国,13名 が参加 した。

⑫ 国際電話交換技術 コース 〔第2回 〕(54,1.4～54.3.25)

国際 電話交換技術における交換方式一般,電 子交換 システ ム等 の理論

と設備 の知識を与え,更 に設備 の運用技術を習得 させ ることを 目的とす

る コースで,8か 国,11名 が参加 した。

⑬ 電気通信幹部セ ミナ 〔第14回 〕(53.10.12～53.10.27)

ア ジ ァ地域以外 の開発途上 国の電気通信主管庁又は電気通信企業体 の

幹 部を対象 とし,我 が国の電気通信 の現状紹介 と併 せて参加各国の事業

運 営上 の諸問題等について討論 し,各 国の電気通信 の発展に寄 与す る こ

とを 目的 とす るセ ミナで,53年 度 には,中 南米地域 の諸国を対象 として

実施 し,5か 国,5名 が 参加 した。
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⑭ アジア電気 通信 開発 セ ミナ 〔第10回 〕(54.2.22～54・3・8)

ア ジア地域 の電気通信主管庁又 は電気通信企業体 の幹部を対象 とし,

我 が国の電気通信の現状紹 介 と併せ て参加各国 の電気通信事業運営上 の

諸問題等について討論 し,各 国の電気通信 の発展 に寄与す る ことを 目的

とす るセ ミナで,11か 国,11名 が 参加 した。

(個 別研修)

53年 度 においては,個 別研修 として受け入れ た ものは26名 で,そ の内容

は,電 気通信一般3か 国6名,電 話交換(ESS)1か 国4名,電 話線路2

か 国3名,マ イク ロウェーブ通信3か 国3名,テ レック ス 通信2か 国2

名,搬 送電話2か 国2名,電 話網計画設計1か 国2名,半 導体1か 国1

名,短 波無線1か 国1名,デ ィジタル通信1か 国1名,料 金 制度1か1国

名であ る。

㈲ 電波 ・放送関係

電波 ・放送分野に おけ る研修員 の受入れは,開 発途上国 の放送事業体に

おける深刻 なマンパ ワーの量的 ・質的不足を補 うた め,36年 ご ろか ら,相

手 国の個 々の要請に基づ き,研 修可能 なものについ て研修員 を受 け入れて

いた(個 別 研修)が,38年 度 にテ レビジ ョン番組,教 育 テ レビジ ョン番組

及 びテ レビジ ョン放送技術 の3集 団研修 コースを創設 し,積 極的 に研修 の

場 を用 意す る ことに した。そ の後,集 団研修 コースの拡大 ・強化 に努 めた

結 果,53年 度 においては,テ レビジ ョン放送管理,ラ ジオ放送技術,テ レ

ビジ ョン放送技 術,教 育 テ レビジ ョン番組,電 波監 視,中 近東 テ レビジ ョ

ソ放送 管理及 び放送幹部 セ ミナの計7コ ースの集団研修 を実施 した。

電波 ・放送分 野では,52年 度 末 までに コ目ンボ計 画で487名,中 近東 ア

フ リカ計画 で212名,中 南米計画で114名,ITU等 の 国連計画で23名,

そ の他25名,計861名 を 受け入れ ている。

53年 度においては,コ ロンボ計 画で49名,中 近東 ア フ リカ計画で26名,

中 南米計画で13名,国 連計画で1名,計89名(集 団68名,個 別21名)を 受

け入れた。
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53年 度 に実 施 した集 団研修及び個別研修 の概要は,次 の とお りである。

(集 団研修)

① テ レ ビジ ョン放送 管理 コース 〔第12回 〕(53.5,11～53.6.22)

放 送 法制,財 政,世 論調査,放 送番組,放 送技術等,テ レビジ ョン放

送 の管理 ・運営 に当たる中堅幹部職員 として必要 な知識を習得 させ るこ

とを 目的 とする コースで,7か 国,7名 が 参加 した。

② ラジオ放送技術 コース 〔第6回 〕(53.7.6～53.9.21)

ラジ オ放送技 術の基礎理論,特 に 送信技術(FM,中 波,短 波)に つ

いての知識 と技術を習得 させ ることを 目的 とす るコースで,9か 国,10

名 が参加 した。

③ テ レビジ ョン放送技術 コース 〔第16回 〕(53.7.6～53.10.12)

カ ラ ーテ レビジ ョソ放送技術を中心 とし,そ の原理,方 式か ら運行,

制 作,送 信 まで,全 般にわた る最 新の知識 と技術を習得 させることを 目

的 とす るコースで,12か 国,14名 が参加 した。

④ 教育 テ レビジ ョン番組 コース 〔第16回 〕(53.7.20～53.10.12)

教 育 テ レビジ 三ン番組 に関す る演出技法,映 像効果,ア ニメーシ ョン,

ク ロマキー,番 組制 作,教 育放送番組編成等教育 テ レビジ ョン番組制作

に必要 な知識 及び 技術を習得 させることを 目的 とす る コースで,11か

国,11名 が 参加 した。

⑤ 電波監視 コース 〔第5回 〕(53.8.17～53.10.5)

無 線 周波数 の監視に関する基礎知識を習得せ しめ,か つ,日 本の監 視

機 器の運用 と保守に関す る最新 の知識を紹介 し,開 発途上国における電

波 監視技術 の発展に寄与する ことを 目的 とす るコースで,8か 国,11名

が 参加 した。

⑥ 中近東テ レビジ ョン放送管理 コース 〔第5回 〕(54.1.4～54.2.14)

中 近 東地域の開発途上国を対象 とし,放 送法制,世 論調査,放 送番組,

テ レビ技術等放 送事業 の運営に当たる中堅幹部職員 として必要な知識を

習得 させ ることを 目的 とす るコースで,5か 国,6名 が参加 した。
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⑦ 放送幹部セ ミナ 〔第8回 〕(53。11.12～53.11.25)

放 送 事業に携わ る局長級幹部を対象 とし,我 が国の放送 の現状紹介 と

併せて,放 送 事業運営上 の諸問題等 について討論 し,各 国の放送事業の

発展に寄 与す ることを 目的 とす るセ ミナで,9か 国,9名 が 参加 した。

(個 別研修)

53年 度 においては,個 別研修 として 受け入れた ものは21名 で,そ の内容

は,放 送一般5か 国7名,電 子工学2か 国2名,TV番 組 制作1か 国3名,

カ ラーTVシ ス テム1か 国2名,TVス タ ジオ技術1か 国2名,ラ ジオ放

送技術1か 国2名,TV放 送 技術1か 国1名,電 波監 視1か 国1名,マ ス・

コ ミューケーシ ョン1か 国1名,計21名 で あ る。

←)第 三国研修 の実施

第三 国研修は,我 が国が特 定の開発途上 国で協力 してい るプ ロジェク ト

や技術 訓練 セ ンタに,環 境の類似 した近隣諸国か ら研修員を受け入れ,技

術 移転を効率的に実施す る現地研修方式であ る。

53年 度においては,前 年度 に引 き続 き,メ キ シコ及び タイにおいて電気

通 信分野の研修 を実 施 した。

① メキ シコにおけ る第三国研修 〔第3回 〕(54.1.15～54.3.16)

メキ シコ国立電気通信学園の施設を利用 して,伝 送無線技術,マ イク

ロ波回線 設計,PCM通 信 方式,過 疎地用通信方式,衛 星通信,デ ータ

通信等の知識及び技術を習得 させ ることを 目的 として実施 し,6か 国,

15名 が 参加 した。

② タイにおけ る第三国研修 〔第2回 〕(54.1.15～54.3.15)

タ イ ・モソク ッ ト王工科 大学 において,電 信,フ ァクシ ミリ,電 話,

無 線通信,マ イクP波,テ レビジ ョン,衛 星通信等の技術,理 論及び実

務 の全般的知識を習得 させ ることを 目的 と し て 実施 し,4か 国,5名

(ほかに タイ国ベ ースに よる受入れ3か 国,5名 参加)が 参加 した。

㈹ 帰国研修員に対す るアフターケア(巡 回指 導チ ームの派遣)

(53.8.7～53.8.24)
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帰 国研修員 に対す るアフターケアの一環 としての巡回指導 チームは,

帰 国研修 員の所属機関を訪問 し,技 術指導を行 うとともに,日 本 におけ

る研修の成果 の測定及び当該国の問題点並び に実状及び ニーズをは握す

ることに よ り,今 後 の研修 の改善に資す る ことを 目的 として派遣す るも

のであ る。

53年 度には,中 南米計画 に より,電 気通信 関係 の集団研修 コースに参

加 した帰国研修員 のフ ォローア ップのため,メ キシコ,グ ァテマ ラ及び

ホンデ ュラスへ3名 の指導 員が派遣 され た。

イ.専 門家 の派遣

(ア)郵 便関係

53年 度においては,中 国がAOPU職 員交換計画に参加 し,同 計画 に

基づ く交換職員は13名 となった(中 国5名,イ ン ドネシア,韓 国,フ ィ

リピン及び タイの各国2名)。

UNDP/UPUベ ースでは,田 園地帯 に おける 郵便業務に関する コン

サルタン ト1名 が タイ及びイ ン ドネシアに派遣 された。 また,国 際郵便

業務に関す る準専 門家1名 がUPU国 際 事務局へ 派遣 された。UPU特

別 基金ベ ースに よる ものは,45年 度 にセ ミナ講師1名 が派遣 されたのみ

で,そ れ以後 の派 遣は行われていない。

更に,2国 間に よるもの としては,JICAベ ースに よる コ ロソボ計画

で6名 の専門家が郵便集 中局建設計 画に協力す るため前年度に引 き続 き

イ ランに,2名 の専 門家が郵便原価計算業務指導 のた めフ ィリピンに,

また1名 の郵便専 門家が タイに派遣 され るとともに,中 南米計画で4名

の専門家が郵便事業改善 のため ヴェネズエラに派遣 された。

以上 の内訳は第2-8-11表 の とお りである。

(イ)電 気通信関係

電気通信専門家 の派遣は,35年 度 か ら開始 され,53年 度 末 までにJICA

ぺ_ス に ょるコロンボ計画 で233名,中 近東アフ リカ計画で116名,中 南

米計画 で166名,国 際機関計画で10名,UNDP/ITUベ ースで225名,
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第2-8-11表53年 度の郵便専門家派遣実績

1.JICAベ ー ス

区 別 1人員剃 任 務

ン

ン

イ

画

ピ

計ボ

ラ

リ

ソ

イ

ロ

イ

フ

タ

コ

中 南 米 計 画

ヴ ェ ネ ズ エ ラ

計9名

6

2

1

計4名

4

郵便機械化計画調査

郵便原価計算

郵便業務

郵便事業改善

2.AOPU職 員 交 換 ベ ー ス

区 別 人員数 任 務

国

アシネドン

中

イ

韓 国

フ ィ リ ピ ン

タ イ

計13名

5

2

2

2

2

郵便事業一般

郵便事業一般

郵便監察制度

監査制度

送金決済業務

郵便訓練制度

郵便訓練制度

外国郵便業務

郵便為替,電 信電話事業の経営

小規模局の運営

外国郵便業務

3,UNDP/UPUペ ース

区 別
1人 員数 任 務

タ イ

イ ン ド ネ シ ア

UPU国 際 事 務 局

計3名

1

1

1(注)

田園地帯における郵便業務

〃

郵便業務一般

(注)準 専門家
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第2-8-12表53年 度 の電気通信専門家派遣実績

1.JICAベ ー ス

区 別

国

ア

画

シ

計

ネ

ボ

ド

ン

ン

ロ

韓

イ

コ

タ イ

フ イ ジ ー

ア フ ガ 重 ス タ ン

中 近 東 ア フ リカ計 画

サ ウデ ィ ・ア ラ ビ ア

ク ウ ェ イ ト

レ

ト

ノ

プ

タ

ジ

カ

エ

ア

ア

リ
占

ニ

ジルア

ケ

タ ン ザ_ア

ア

ドン

ビ

ラ

ン

ジワ

ザ

ス

中 南 米 計 画

エ ル ・サ ル ヴ ァ ドル

グ ァ テ マ ラ

1人 員数

計17名

1

2

2

1

1

1

6

1

1

1

名3

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

2

1

2

1

1

3

1

1

1

2計

計32名

l

l

2

任 務

PCM技 術指導

電話搬送指導

電話交換指導

電信指導

電話線路指導

無線指導

テレックス交換機据付け

ファクシミリ技術指導

マイクロウェーブ通信技術指導

テレリクス指導

トラピック指導

電子交換機指導

コンピュータ ・プログラミング指導

電気通信網計画指導

トラヒック指導

電話網計画指導

回線網設計指導

電話交換指導

電話網指導

マイクロウェーブ機i器指導

マイクロ機器据付け指導

マイクロウェーブ指導

電話交換指導

電話通信指導

電話交換指導

国際テレックス交換エバ リュエーション

通信衛星地上局指導

マイクロリレー/VHF指 導

電話交換指導

電話線路指導

電話伝送指導

電話伝送指導
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区 別1人 勲 任 務

ル

イ

ジ

アグ

ラ

ラ

ブ

パ

ボ リ ヴ ィ ア

ぺ ル

カ ラ グ ァ

メ キ シ コ

国 際 機 関 計 画
ESCAP

1

1

3

1

2

1

2

1

1

1

2

3

2

2

1

1

2

1

計1名

1

電話交換指導

電話線路指導

電話交換指導

電話伝送指導

衛星通信指導

国際電話交換
マイクロウェーブ指導

電話網計画指導

電話交換指導

電話線路指導

地方電気通信計画指導
マイクロウェーブ指導

電話交換指導

線路指導

国際通信指導

国際交換機指導

過疎地電話指導(1名 は第三国研修教官)
マイクロウェーブ指導(第 三国研修教官)

電気通信指導

2.UNDP/ITUベ ー ス

区 別 人員数 任 務

イ ン ド ネ シ ア

ビ ノレ マ

シ ン ガ ポ ー ル

イ ン ド 。マ レイ シ ア

ア フ ガ ニ ス タ ン

ク ウ ェ イ ト

サ ウデ ィ ・ア ラ ビア

セ ネ ガ ル

名4計

l

l

1

2

1

1

1

1

2

1

理事長

無線指導

電話交換指導

無線中継指導
セミナ講師

セミナ講師

無線教官

電信教官

電気通信網計画指導

電話交換指導

建築設計指導

トラピック才旨導
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3.ESCAPベ ー ス

区 別1人 員数 任 務

タ イ

計1名

1 APT設 立準備

ESCAPベ ースで1名,計744名 の 専門家 が派遣 されてい る。

これ らの電気通信専門家は主 として,マ イク ロウェーブ,電 話交換,

電 話伝送,電 話線路,衛 星通信等の分野 において開発途上 国の技術老の

育成 のため の指導に当た っているが,な かに は電気通信網計画 の指導を

行 う政策顧問的 なもの も増 加 している。

53年 度についてみ ると,52年 度 か らの継続の ものも 含 めて,JICAベ

ー スに よる コロンボ計画で17名 ,中 近東 アフ リカ計画で23名,中 南米計

画で32名,国 際機関計画で1名,UNDP/ITUベ ー スで14名,ESCAP

ベ ースで1名,計88名 が派遣 され てお り,そ の内訳 は第2-8-12表 の

とお りである。

㊥ 電波 ・放送 関係

電波 ・放 送関係専 門家は,電 気通信関係 と 同 じく35年 度か ら 開始 さ

れ,既 に18年 を 経ているが,そ の間,開 発途上国の経済,文 化 の発展に

大 き く貢献 して きた。

53年 度末現在 で,JICAベ ー スに よるコ ロンボ計画で240名,中 近東

アフ リカ計画で50名,中 南米計画で50名,国 際機 関計画 で8名,UNDP/

ITUベ ースで5名,計353名 の専 門家を派遣 した。

これ らの 派遣専 門家は 主 として,相 手 国政府 の 技 術者不足 を補 うた

め,放 送事業体において,テ レビ放送技術,テ レビ放 送番組制作,放 送

局 の建設,運 用及び保守についての指導,要 員の訓練,市 場調査等を行

うものであるが,最 近は電気通信 分野 と同様政策顧問的な任務 も増加 し

てい る。

53年 度については,前 年度か ら継続 のものを 含め て,JICAベ ースに

ょるコロンボ計 画で16名,中 近東 ア フ リカ計画で5名,中 南米計画で6
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名,国 際機関計画で2名,UNDP/ITUべ 一 スで1名,計30名 の 専門家

が派 遣 されてお り,そ の内訳は第2-8-13表 の とお りである。

第2-8-13表53年 度の電波 ・放送専門家派遣実績

1.JICAベ ース

区 分i人 員釧 任 務

コ ロ ン ボ 計 画

イ ン ド ネ シ ア

シ ン ガ ポ ー ル

マ レ イ シ ア

フ イ ジ ー

ア フ ガ ー ス タ ン

モ ル デ ィ ヴ

計16名

1

1

1

1

3

1

1

1

1

2

2

1

テレビスタジオ指導

テレビ技術指導

テレビ送信指導

テレビスタジオセット指導

カラーテレビ放送指導

ラジオ放送技術指導

テレビ番組企画制作指導

テレビ運用技術指導

テレビ制作技術指導

テレビ放送技術指導

テレビ番組編成指導

テレビ放送技術指導

中近東アフリカ計画

アラブ首 長 国連 邦

ウ ガ ン ダ

計5名

3

1

1

テレビ技術指導

VTR/テ レシネ指導

テレビ放送技術指導

中 南 米 計 画 計6名
パ ラ グ ア イ 1 カラーテレビ技術指導

ペ ル 一 3 テレビ放送技術指導

パ ナ マ 1 教育テレビ番組制作指導

1 テレビ放送技術指導

国 際 機 関 計 画

ジ ー ネ ー ブ

計2名

2 ITU/IFRBセ ミナ講師
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2.UNDP/ITUベ ー ス

区 分1人 員釧 任 務

ザ ン ビ ア

計1名

1(注) 無線通信指導

(注)準 専門家

ウ 開 発 調 査

(ア)電 気通信関係

この分野の開発調査は37年度にボ リヴィアに対して実施したものが最

初であるが,そ の後,漸 次増加の傾向にあ り,以 来53年 度の9件(第2

-8-14表 参照)を 加え,同 年度末までに62件 となっている。

これ らの調査は,国 内電話網整備計画,地 域電気通信網開発計画,マ

イクロウェーブ回線網建設計画,海 底同軸ケーブル敷設計画,衛 星通信

地球局建設計画等その分野は多岐にわたってお り,こ れらの計画に関し

て,そ れぞれ事前調査,フ ィージビリティ調査,基 本設計,技 術仕様書

の作成等を行 ったものである。

(イ)電 波 ・放送関係

電波 一放送分野の開発調査は,41年 度に実施したタイのテレビ放送網

建設計画調査が最初で,そ の後 も多 くの調査団を派遣 し,53年 度に実施

した5件(第2-8-15表)を 加え,53年 度末までに26件 となっている。

これ らの調査は,ラ ジオ放送網整備計画,テ レビジョン放送局建設計

画,放 送センタ建設計画,沿 岸無線網拡充計画等に関して,そ れぞれ事

前調査,フ ィージビリテ ィ調査,実 施設計等を行ったものである。
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第2-8-14表53年 度電気通信関係開発調査実績

調 査 名 腿 期間人訓 概 要

タ イ,マ レイ シア,シ ン

ガ ポ ー ル

海 底 ケ ー ブル敷 設 計 画

調 査

タ イ

首都圏電話網整備計画

及び地方長距離電話網

建設計画事前調査

タ イ

地方長距離電話網建設

計画調査

タ イ

首都圏電話網整備計画

実施設計調査

ソロモン諸島

国内電気通信幹線網整

備拡充計画事前調査

インドネシア

首都圏電話網整備拡充

計画事前調査

タ イ

首都圏電話網整備計画

及び地方長距離電話網

建設計画調査

47日

18日

153日

184日

27日

19日

14日

6名

6名

6名

12名

6名

5名

4名

52年度 に実施した事前調査の結果を

踏まえての,タ イ,マ レイシア及び

シンガポールの3か 国を結ぶ海底同

軸ケーブル敷設計画に係る本格調査

(海洋調査)

タイ電話公社(TOT)の 経済開発計

画に基づく電話網整備拡充計画の一

部を成す両計画の調査の協力方針及

び作業範囲の策定,先 方政府との打

合せ等を行うための事前調査

事前調査の結果を踏まえての,全 国

をカパーする地方長距離電話網建設

計画のフィージビリティ調査

事前調査の結果を踏 まえての,バ ン

コック首都圏の電話局数局に係る加

入者線路網の実施設計調査

首都ホニアラを中心にして島々を結

ぶ広帯域回線網の整備拡充計画につ

いて,先 方政府と協議を行い,本 格

調査の範囲,内 容及び実施方針を確

定す るとともに,現 地通信事情の調

査,関 連資料の収集等を行 うための

事前調査

ジャカルタ首都圏の電話網整備拡充

計画について,本 格調査を行 うのに

先立ち,現 地通信事情の調査,関 連

資料の収集等を行 うとともに,本 格

調査の作業範囲等を確定するための

事前調査

地方長距離電話網建設計画のフィー

ジビリティ調査の中間報告書案を先

方政府に説明するとともに,首 都圏

電話網整備計画の実施設計調査の進
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調 査 名 派遣調 人馴 概 要

ソロモン諸島

国内電気通信幹線網整

備拡充計画調査

ルワンダ

衛星通信地球局等建設

計画事前調査

50日

23日

12名

5名

ち ょく状況をは握するための作業監

理の調査

事前調査の結果を踏まえての,計 画

の技術的及び経済的実施可能性を確

認するためのフィージピリティ調査

首都キガリへの地球局の建設,首 都

と地方都市とを結ぶマイクロ回線の

新設等を内容とする国際及び国内の

通信網を改善する計画について,先

方政府 と協議を行い,本 格調査の実

施方針,作 業範囲等を確定するとと

もに,現 地通信事情の調査,関 連資

料の収集等を行うための事前調査

(注)1.タ イ地方長距離電話網建設計画調査及びタイ首都圏電話網整備計画実施

設計調査は,政 府の委託を受けて民間コンサルタン ト会社が実施 した。

2.タ イ,マ レイシア,シ ンガポール海底ケーブル敷設計画調査及び フィリ

ピンルソン島北部電気通信網建設計画調査(52年 度実施)に ついて,そ れ

らの調査完了後,報 告書案説明のため,そ れぞれ18日 間4名 及び22日 間7

名を現地に派遣 した。

第2-8-15表53年 度電波 ・放送関係開発調査実績

調 査 名 派遣期間 人員数 概 要

ス リ・ランカ

テレビ放送網建設計画

調査

バ ングラデシュ

ラジオ放送網建設計画

調査

40日

24日

11名

6名

首都 コロンボを中心に全国をカバー

する初のカラーテレビ放送網建設計

画について,そ の技術的,経 済的問

題を調査して,計 画の実施可能性を

確認するためのフィージビリティ調

査

首都ダッカにラジオ放送会館を建設

する計画について,そ の基本計画,

建設予定地等の調査を行い,基 本設

計に必要な資料を収集するとともに

先方政府と協議を行うための調査



一426一 第2部 各 論

調 査 名 派遣鮪 人酬 概 要

ス リ・ランカ

テレビ放送網建設計画

実施設計調査

ジョルダン

王立科学院電子工学サ

ービス訓練センタ建設

計画調査

ネパール

ラジオ放送網拡充計画

事前調査

36日

23日

13日

10名

7名

5名

フィージピリティ調査の報告書案の

説明及び仕様書作成に必要な資料収

集等を行 う実施設計調査

センタ協力(技 術協力)を 実施して

いる本センタに係る建物の基本設計

を行 うための調査

首都 カトマンズの放送スタジオ,送

信所等の建設を主体 とす る本計画に

ついて,現 地放送事情の調査,資 料

の収集等を行 うとともに,先 方政府

と協議を行い,本 格調査の実施方針

等を確定するための事前調査

(注)バ ングラデシュラジオ放送会館建設計画調査及びジョルダン王立科学院電子

工学サービス訓練センタ建設計画調査について,そ れらの調査完了後,報 告書

案説明のため,そ れぞれ13日 間3名 及び10日 間4名 を現地に派遣 した。

エ.海 外技術協力センタ

電気通信分野における海外技術協力センタとして最初に開設されたのは,

タイ電気通信訓練センタ(35年 開設)で あるが,以 後,パ キスタン電気通信

研究センタ,メ キシコ電気通信訓練センタ,イ ラン電気通信研究センタ及び

ジ ョルダン王立科学院電子工学サービスセンタが,漸 次設立され,我 が国か

らの協力により,運 営され,発 展してきている。これ らの うち,タ イ電気通

信訓練センタは,44年 度にはモンクット王工科大学に発展 したが,本 大学の

目的である教育及び研究の一層の充実を図るための協力が53年12月 か ら4年

間にわた り行われることになった。

また,パ キスタンについては,同 国政府が,電 気通信分野における研究開

発体制を整備拡充するため,我 が国から贈与を受けて,首 都イスラマバード

に設立 した中央電気通信研究所に対する協力が54年3月 か ら5年 間実施され

ることになった。

このほか,ペ ルーか ら,電 気通信分野における技術者の育成,技 術水準の
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向上,研 究開発等を目的として48年 に設立された電気通信研究訓練所の訓練

開発部門の拡大,充 実を図る計画に対する協力要請がなされてお り,53年5

月には事前調査チーム,54年4月 には短期専門家チームが派遣 され,協 力内

容についての検討が行われている。

各セ ンタの概況は第2-8-16表 の とお りである。

第2-8-16表 海 外電気通信訓練 ・研究等センタの概況

セ ・ タ 名 陣 設年月 概 況

タイ ・モンクット

王工科大学(旧 タ

イ電気通信訓練セ

ンタ)

メキシコ電気通信

訓練センタ

イラン電気通信研

究センタ

35年8月

(44年度

に大学に

昇格)

42年12月

47年9月

本大学通信工学科は,旧 タイ電気通信訓練

センタが3年 制のノンブリ電気通信専門学校

に,そ の後5年 制の大学に昇格したもので,

この間,我 が国からの専門家の派遣,機 材の

供与,カ ウンターパー トの我が国での研修等

を通じて充実,発 展 してきたが,53年 度には,

本大学の目的である教育,研 究面の充実を図

るための協力が,事 前調査チーム(15日 間5

名)及 び実施協議チーム(15日 間5名)の 派

遣を経て具体化し,合 意議事録に基づき,53

年12月 か ら4年 間にわた り,協 力が行われる

ことになった。

本協力の一環として,53年 度 には,総 括顧

問兼データ処理工学の専門家1名(2年 間)

が派遣され,3名 のカウンターパートに対す

る研修が我が国で実施された。

50年7月 の本センタに 関 す る協定終了ま

で,専 門家の派遣,研 修員の受入れ及び機材

の供与を行って協力し,同 国の電気通信に従

事する職員の訓練に大きな成果を収め,協 定

終了後 も引き続き専門家の派遣等を行い協力

しているが,53年 度 には4名 の専門家を派遣

した。

本センタに関する協定は,51年3月 終了し

たが,そ の後も同国における電気通信分野の

研究開発のため専門家を引き続 き派遣 して協

力を行い,53年 度 には6名 の専門家を派遣し

たが,同 国の政情が不安定となったため,54
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セ ン ・ 名 陣 設年月 概 況

年初め専門家が全員早期帰国し,

打ち切っている。

当面協力を

ジョルダン王立科

学院電子工学サー

ビスセンタ

パキスタン中央電

気通信研究所

54年3月

本センタは,ジ ョルダンにおける電子機器

の保守,試 験並びに校正及び標準化を行 うと

ころであり,こ れに対 し我が国は,51年 度 に

実施 した事前調査に引き続 き,52年12月 には

実施協議チームを派遣 し,協 力の内容を定め

た合意議事録を作成 し,4年 間にわた り協力

を行 うことになった。現在までに派遣された

専門家は,長 期(総 括顧問)1名,短 期6名

(1か 月半),研 修のため受け入れたカウンタ

ーパートは2名 ,供 与した機材の総額は,約

8,000万 円である。

また,53年 度 において,本 センタの建物建

設のために約IO億 円の贈与が行われることに

なり,建 物の基本設計及びその報告書案説明

のための調査団が2回 にわた り現地に派遣さ

れた(計31日 間10名)。

本研究所は,パ キスタン政府が,同 国の電

気通信分野における研究開発体制を電気通信

技術の進歩に対応し得るものに整備拡充する

ため,我 が国の協力により設立しているもの

で,近 く開所の予定である。我が国はこれに

対 し,事 前調査(48年 度及び49年 度 の2回)

及び実施設計調査(51年 度)を 実施し,51年

度 には建物建設等のために約10億 円の贈与を

行っているが,52年 度 にも建物,研 究用機材

のために約12億 円の贈与を行 うとともに,贈

与に係る研究用機材 リス トの報告書案説明の

ための調査団(14日 間8名)を 現地に派遣し

た。また,53年 度 には,本 研究のプロジェク

トの実施に対 し,セ ンタ協力方式(専 門家派

遣,機 材供与,カ ウンターパートの我が国で

の研修)に よる協力について検討す るため,

短期専門家チームを派遣 した(19日 間5名)

が,次 いで派遣された実施協議チーム(20日



第8章 国際機関及び国際協カ ー429一

セ ン タ 名 開設年周 概 況

間5名)に より合意議事録 が 作成,署 名さ

れ,そ れに基づいての協力が54年3月 から5

年間実施されることになった。

このほか,電 気通信機器の研究開発を行う

機関であるパキスタン電気通信研究セ ンタ

(38年11月 開設)に 対する協力も,38年 以来

続けられてきてお り,現 在も4名 の専門家が

派遣されているが,中 央電気通信研究所が発

足 した場合には,本 研究所に対する協力に切

り替えられる予定である。

(3)資 金 協 力

通信分野における資金協力は,37年 度にパキスタソの電信電話施設拡張計

画に対 して供与された円借款に始まるが,そ の後次第に対象プロジェクトも

増え,そ の分野もマイクロウェーブ網建設,衛 星通信地球局建設,海 底同軸

ケーブル建設,ラ ジオ放送網建設,テ レビ放送局建設等多岐にわた り,被 供

与国もアジア地域はもとより,中 近東 ・アフリカ地域,中 南米地域に広がっ

てい る。

53年 度 末までの円借 款供与 プ ロジ ェク トは,53年 度 の5件(第2-8-17表

参 照)を 加え75件 で ある。

また,無 償資金 協力 として53年 度 にはバ ングラデ シュの学校教育放送施設

整備計画に対 し7億 円の贈与が行われた。

3今 後の課題

我が国は,開 発途上国の調和ある発展と繁栄へ の 自助努力を 支援するた

め,政 府開発援助(ODA)の 拡充に 努め,1978年 から1980年 の3年 間に

ODAを 倍増する計画で あるが,現 在 この計画は 順調に 進行 しており,通

信 ・放送分野の政府全体の国際協力に占める役割及び重要性が,近 年ますま

す高まって来ていると言えよう。

通信 ・放送分野の国際協力の特性は,



第2-8-17表53年 度通信分野における円借款一覧表

(交換公文締結ペース)

交換 公文
署名年月日

1978.4.3

1978.9.22

1978.11.7

1978量11.17

1978.12。20

供 与 先

タ ン ザ ニ ア

マ レ イ シ ア

フ ィ リ ピ ン

マ ダ ガス カル

イ ン ドネ シ ア

金額

(百万円)

2,400

5,558

157

4,500

2,800

施
関
実
機

基金

''

''

''

'

U

)霧

3

4

3,25

3.5

2.75

縮
㈹
鵬
㈲
10

7

10

7

10

30

20

30

25

30

対 象 プ ロ ジ ェ ク ト

通信施設拡充計画

東西マレイシア海
底同軸ケーブル敷
設計画

気

に
リ

電
画

ア
ス

部
計

ニ
ビ

北
設
ジ

[

島
建

ン
サ

ン
網

エ

・

ソ
信

る
グ

ル
通
係

ン

南部マイクロウェ
ーブ網建設計画

マイクロウェーブ

網建設計画

貸付契約
締 結 日

1978,4.14

1978.ll,9

1978,12,28

1979.3.29

備 考

軽
Q◎
O

1.同 国半 島 部 とサバ ・サ

ラ ワ ク州 の 間 に1,200回

線 の 海底 ケー ブ ル を 敷

設 。
2.金 額 は1979.6.14のL/A

に よ る。

首 都 タナ ナ リブ,フ ィナ ラ
ンツ ォア及 び ッ ユ レア ル の

3都 市 を 結 ぶ マ イ ク ロ ウ ェ
ー ブ網

ジ ャ ワ島 とバ リ島 とを結 ぶ
マ イ ク ロ ウ ェー ブ網一

卜⊃

(注)「 返済期間」は,据 置期間を含んだ期間である。
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① 広い範囲にわたって情報を迅速に交換 ・伝達する大規模かつ複雑なシス

テムであ り,そ の計画,建 設,保 守,運 営には極めて高度な専門技術と総

合的な能力が要求される。

② 通信 ・放送は,そ のほとんどがナショナル ・プロジェクトであ り比較的

多額の費用がかかるため,投 資計画の技術的,経 済的可能性の調査等が重

要な国際協力のテーマとなっている。また開発途上国はおおむね通信 ・放

送の運営を政府ないしは準政府機関が行ってお り,我 が国か らの協力を受

け入れる素地が確立 されている。

③ 通信 ・放送は,経 済 ・社会発展の基盤となるインフラス トラクチャーを

形成するものであ り,開 発途上国の開発が進むに従い,そ の需要も変化 ・

増大することとなる。したがって,経 済 ・社会の発展に整合 した長期計画

に基づいて設備の拡充を継続的に実施する必要があ り,こ のためのフォロ

ーアップを含めた技術協力を実施 していかなけれぽならない。

④ ハー ドウ_ア としての通信 ・放送システムの建設 ・保守のみにとどまら

ず,新 規サービスの導入,デ ータ通信技術の応用,ラ ジオ番組,テ レビ番

組の制作 といった ソフ トウェア面での技術協力の重要性が開発途上国にお

いても認識され,こ の分野への比重が増す傾向にある。

以上のような特性を考慮し,通 信 ・放送分野の国際協力を進める場合,協

力を実施する側の体制の整備と強化が不可欠である こ と は言 うまでもない

が,具 体的には次の諸点に配慮 して今後の国際協力を推進 していく必要があ

る。

第一には,通 信 ・放送分野の技術協力基盤の強化として,海 外派遣専門家

の養成を図ることである。

高度の専門技術を要するとともに,こ れらの専門技術を統合 してシステム

化する能力と,開 発途上国各々のニーズに対応したコンサルテ ィングを実施

し得る能力をもった優秀なシステム ・エンジニアの存在が是非 とも必要であ

り,今 後 も引き続きこのような人材を積極的に養成していく必要がある。

幸い54年度から財団法人海外通信放送 コンサルティング協力に対し補助金
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を交付し,シ ステム ・エンジニアの養成を行 う計画であるが,将 来にわたっ

てこの内容を一層充実し,民 間企業,電 電公社,国 際電電,NHKそ の他 各

種団体に潜在する優秀な人材の養成を図ることとしたい。

また,専 門家の派遣に当たっては,従 来個々の技術専門家を散発的に派遣

する形態が主に取られてきたが,通 信 ・放送分野の計画が広域化 し,か つ,

大規模化するのに伴い,計 画,建 設,運 用,保 守,管 理 といった総合的な専

門家グループをチームとして派遣するみちを今後開拓してい く必要がある。

第二には,通 信 ・放送のプロジェクトで優良案件が あ れ ば 積極的に発掘

し,相 手側に提案していく姿勢が望まれる。受動的に相手側の要請を待つと

いった協力方式を改める必要があろう。

最近では,開 発途上国の現状ないしは長期的な展望に基づいた有効適切な

協力を実施するため,政 府ベースの協力においても事前にプロジェク ト・フ

ァインデングのための調査を実施する例も見られ,通 信 ・放送分野について

も,こ れ らの調査に積極的に協力する等の措置を講 じているが,最 も有効な

手段は,民 間コンサルタン ト等の能力を活用し,海 外通信計画調査を拡充す

ることである。

この種の事業の活発化は,優 良案件の発掘に伴 う相手国側への提案が可能

となるばか りでなく発掘から提案に至る過程において相当広範にわたる技術

移転の素地を残すこととな り,ま た技術移転そのものの実施 ともなってい

る。

第三には,研 修員の受入れ体制を確立 し,そ の充実を図ることである。

通信 ・放送分野の研修員受入れは,技 術的特性から受入れ機関が郵政省,

電電公社,国 際電電,NHK,民 間企業等に 分かれて 実施 されているが,政

府ベース受入れ全体の1割 強を占めるシェアとなっている。また,純 民間ベ

ースによる受入れも,近 年著しく増加する傾向にあ り,年 間1,000名 を超え

るi数に達 している。

これ ら政府,民 間を含めた日本国内における研修実施体制の整備,強 化策

として,海 外電気通信技術老研修センタの設立が望まれ るところであるが,
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種々の制約もあ り一気に確立することは困難 と考えられる。

したがって,当 面,財 団法人海外通信 ・放送コンサルテ ィング協力を中心

に,受 入れ施設の整備,研 修講師の確保等一歩一歩体制を強化 していくこと

が望まれよう。


